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1. 調査の背景および目的 

1.1. 調査の背景 

平成 24 年 7 月の再生可能エネルギー電気の固定価格買取制度の運用開始以降、木質バイ

オマス発電については、施設整備が全国的に進展しており、最近では、地域分散型エネルギ

ーとして、木質バイオマスの熱利用や熱電併給に対する関心も高まりつつある。 

燃料材の供給面から見ると、令和 2 年の木材需給報告書によれば、燃料材は木材総供給

量 74,439 千立米のうち、およそ 17％、12,805 千立米を占めている。国産燃料材のみ取り上

げても木材総供給量のうち約 12％、8,927 千立米を占めている。海外燃料材についても平成

27 年（2015 年）時点では、木質ペレット輸入量 232 千トン、PKS 輸入量 456 千トンであ

ったものが、6 年後の令和 3 年（2021 年）には木質ペレット輸入量 3,117 千トン（13.4 倍）、

PKS 輸入量 2,518 千トン（5.5 倍）にまで増加している。そのウエイトは年々大きなものと

なっており、これまで以上に燃料の安定的かつ適切な供給が求められている。 

1.2. 調査の目的 

このように大きなウエイト占めるようになっている燃料材について、需給動向を把握し、

需給状況・価格・変化の要因・需給見通しなどを客観的に整理することを目的とした。 

1.3. 実施事項 

本調査では、以下の項目について、事業を実施した。 

（1）木質バイオマス発電所が稼働している地域において、①燃料の価格、需給実態に関

する調査を実施し、②国内における燃料材の需給状況について客観的な評価・分析

を行う。 

（2）調査結果について、報告会を開催する。 

（3）本事業について、事業報告書の作成を行う。 
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2. 調査の概要および結果の要約 

2.1. 調査の概要 

木質バイオマス燃料の需給動向調査は、大きく２項目に分けられる。一つ目は、①発電所

および燃料供給会社の概要で、令和 2 年度の発電容量（予定を含む）・規模、想定使用燃料、

水分条件、価格条件、集荷距離、想定在庫量、生産量（燃料供給会社）、乾燥の取り組み等

について聞く項目である。二つ目は、②令和 3 年度の燃料調達量、使用量、含水率、価格項

目を四半期ごとに聞く項目である。調査項目の概要と対応する章を示すと、図 1 のように

なる。 

①の概要については、木質バイオマス発電所の概要は 4 章 2 節、燃料供給会社の概要は 4

章 3 節にて、今年度調査対象（令和 3 年度）と昨年度調査対象（令和 2 年度）の結果と比

較しながら取りまとめた。年度比較ができるよう基本的には同じ設問にした。 

②の燃料材の需給、価格面については、四半期毎に調査票を郵送・メールにより送付、回

収した。こちらの方は、回答が絶乾トン・生トン混在による絶乾トンへの統一や、計算する

上で、価格の加重平均等条件の分岐などがあり、計算は見た目以上の複雑さとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 木質バイオマス燃料の需給動向調査、項目 

2.2. 燃料材の需給動向 

令和 3 年度の需給量については、調査対象となる発電所が増えたことにより、令和 3 年

度とそれ以前とでは単純に比較出来ない数値となっているが、集計を年度内に連続して回

答している発電所に限ることで、年度内では需要量の比較をできるようにした。また発電所

木質バイオマス発電所 燃料供給会社 

②需給量・価格 

・令和 3 年度四半期毎データ 

・燃料種毎の、含水率、需要量 

価格等（チップ会社は価格のみ） 

① 概要 

・平成 2 年度の概要 

・規模、燃料種など 

・条件、集荷距離、取組など 

4.2 発電所概要 
規模、発電方式、

燃料種、水分条件、
価格条件、集荷距
離、想定在庫など 

4.3 燃料供給会社概
要 

チップ種類、形状、
条件、規模、原料、乾
燥の取組など。 

4.5.2 価格 

4.5.3 価格変動理由 

4.4 需給量 

4.5 価格 

4.5.3 価格変動理由 

4.6 発電所個別指標 

 



- 3 - 
 

の認定区分による燃料材の構成を比較した（4 章 4 節参照）。令和 3 年度の第 1～第３四半

期の、「未利用木質」区分の発電所での未利用木質バイオマス需要は、この区分全体の 75％

であり、海外燃料材の使用も少ないながらも一定量あることが明らかとなった。「一般木質

および農作物残さ」区分の発電所での未利用木質バイオマス需要は、この区分全体の 21％

であった。また昨年度予想された海外燃料材の増加も確認された。 

2.3. 燃料材の価格動向 

令和 3 年度の燃料材動向は、ウッドショックに引っ張られた感がある。輸入材の高騰か

ら国産材の代替需要が発生し木材需要は高まった。特に製材品 A 材、集成材、合板等の B

材の市況は在庫が払底し、価格の高騰に見舞われた。結果として燃料材が B 材需要に引っ

張られる形で 2021 年夏から秋にかけて全国的に不足感が顕在化した。現在は極端な不足と

いう事態は解消しつつあるが、チップの過不足は地域によって濃淡があり、北海道、東北、

中部、四国地方、九州地方の一部では依然と原木不足が聞かれている。価格については燃料

用、製紙用チップともに全国的には横ばいであった。燃料材の比較としては、既存の統計（農

林水産省「木材価格統計」、財務省「貿易統計」、資源エネルギー庁「FIT 発電所容量」）と

の比較を行い燃料材価格の居所を探った。各地方の需給の動向を知るために新聞等公表資

料から需給状況を引用し、地方の燃料材の状況を一覧できるように努めた（4 章 5 節 2 項参

照）。 

また、価格、発電容量が得られた発電所に関しては、発電所の個別指標をまとめ、単位あ

たり使用燃料（1kWh/kg）などの指標を度数分布にて示した（4 章 6 節参照）。各発電所と

も個別指標にはバラツキが大きく、バイオマス燃料の需給動向は、発電所の個別事情や地方

事情に依存しているように推察される結果となった。 

2.4. 発電所の認定量、導入量、海外燃料材 

燃料材需給の今後を予測するにあたって、認定容量、導入量の推移をまとめた（7 章 1 節

参照）。燃料材、特に海外燃料材は今後も増加するのは確実の状況である。公表資料を積み

上げ一覧にすることで、各地方における未利用木質バイオマス、一般木質バイオマス、海外

燃料材の予測に資するものとしたい。 

2.5. ウッドショックを踏まえた緊急アンケート 

第 3 次ウッドショックの情勢の燃料材調査への影響を把握するため、令和 3 年（2021）5

月に緊急アンケートを実施した。 

 

2.6. 調査の成果と今後の課題 

集計結果においては、未利用木質バイオマス、一般木質バイオマス等の調達価格が様々な
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角度から分析、整理できたことは、調査の大きな成果の一つと考えている。また従来から回

答者の燃料材価格記入の拒否感は相当強く、回収率を上げるのが課題になると思われるが、

調査を継続的に実施することにより、将来的な木質バイオマスの需給動向や、価格動向の実

態を正確につかむことができるのではなだろうか。本調査が木質バイオマスエネルギー利

用の需給・価格動向の指標として活用できるよう今後も継続する必要があろう。 

3. 調査先の選定、調査項目および回答状況 

3.1. 調査先の選定 
本調査の対象発電所を選定するにあたっての方針は次の通りである。調査は期間比較性を

重視し、選定対象となる発電所区分は同一の区分とした。個々の設問についても期間比較性

を重視し、昨年度調査（令和 2 年度）を踏襲した。 

（1）複数発電所が稼働している都道府県には、必ず調査を実施する。発電所については、

把握できる FIT による導入発電所（未利用木質、一般木質および農作物残さ発電所、

石炭混焼発電所を含み、バイオディーゼルを使用する発電所を除く）とする。 

（2）調査対象を、木質バイオマス発電所だけでなく、燃料供給会社にまで広げて調査を実

施する。燃料供給会社については、複数の発電所が存在する都道府県とし、おおむね一

県につき 1 社を想定する。 

（3）調査項目は収集状況だけでなく、周辺情報の収集を行うことも想定し、発電所におけ

る燃料材含水率、使用量、購入価格等も調査する。 

3.1.1. 発電所 

本調査の対象となる木質バイオマス発電所の稼働状況について、資源エネルギー庁 

で公表されているデータを元に、令和 3 年 3 月に導入されている「未利用木質」、「一般木

質および農作物残さ」発電所のうち、石炭混焼発電所を含み、バイオディーゼル、および休

止が判明している発電所を除く発電所は 164 発電所と推定され、このうち既に調査を断ら

れている発電所を除き、99 発電所を令和 3 年度調査対象発電所とした。 

3.1.2. 燃料供給会社 

燃料供給会社について、複数の発電所が存在する都道府県は 28 道県（1 北海道、2 岩手県、

3 宮城県、4 秋田県、5 山形県、6 福島県、7 茨城県、8 群馬県、9 栃木県、10 新潟県、11 福井

県、12 ⾧野県、13 岐阜県、14 愛知県、15 三重県、16 兵庫県、17 鳥取県、18 島根県、19 岡山

県、20 広島県、21 山口県、22 徳島県、23 愛媛県、24 高知県、25 熊本県、26 大分県、27 宮崎

県、28 鹿児島県）であった。このうち愛知県は、海外燃料材を使用する大型発電所のため、対

象としないこととした。また 3 以上の発電所がある都道府県には複数調査対象を選定すること

とし、37 社を令和 3 年度リスト化した。このうち昨年度既に調査を断られている事業者を
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除き 23 社を調査対象とした。 

3.2. 調査項目 

3.2.1. 調査内容 

調査する項目は、主に以下の 4 点とした。 

1）需給量 

燃料材の調達量（発電所での受入量)、使用量（発電所における利用量)、在庫量（発電

所における在庫量）の動向。 

2）含水率 

発電所における燃料材調達時の平均含水率。 

3）燃料材の価格（発電所のみでなく、チップ工場を調査） 

買い入れ価格としての丸太価格と、出荷価格としてのチップ価格。 

4）価格変動の理由 

価格が変動した場合には、その理由。 

3.2.2. 調査対象期間 

調査対象期間については、定期的に木材の需給動向を的確に把握することが必要なこと

から、四半期ごとに集計することとした。 

3.2.3. 燃料材に関する区分、単位、定義 

木質バイオマス燃料に関する調査条件・定義については、下記のように設定した。 

1）燃料用木質バイオマスの範囲 

国内の木質バイオマスを主な燃料とする発電所において、これまでの調査より、発電所が

供給を受けている燃料の形状は「チップ」が最も多く、次いで「丸太」が多かった。一方で、

丸太、チップ以外でも、「根株（タンコロ）」や「バーク」等を燃料として利用している発電

所もあったことから、調査対象とする燃料の形状は、①チップ、②丸太（素材・原木）、③

その他（根株、末木、枝条、バーク、工場残材）、の 3 カテゴリーに分けて調査を実施した。 

海外からの燃料を調達する発電所については、上記に加え、④海外チップ、⑤海外ペレッ

ト、⑥農作物残さ、のカテゴリーを加えて調査を実施した。 

これらの燃料用木質バイオマス燃料の、形状・種類を図 2 にまとめた。燃料形状・種類

と、FIT の燃料区分で重なる部分が調査項目である。 

PKS や建設資材廃棄物などの他の燃料については、木質バイオマスに関する調査のため、

需給量については把握するものの、価格の整理は行わないこととした。 
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図 2 木質バイオマス燃料の形状・種類 

 

2）燃料用木質バイオマスの区分、樹種 

燃料供給については、林野庁での統計調査（木材価格統計調査（以下、価格統計調査）

等）を念頭に調査票の作成をした。木材価格統計調査における「製紙用チップ」の調査項

目では、木質チップの区分として「針葉樹」、「広葉樹」別で、調査を行っている。本調査

においても統一性を考え、区分として「針葉樹」、「広葉樹」とする樹種に分けて調査を行

うこととした。 

3）記入する単位 

（1）バイオマス発電所 

現在実施されている木材関連の各種調査において、重量は絶乾トンで回答を求めている。

ただ、当協会の調査では、発電所や燃料供給会社は燃料材の取引において、絶乾トンではな

く、生トンで取引している事業者が多い。このため、当該調査においては、回答される事業

者に記入する単位を「絶乾トン」もしくは、「生トン」のどちらでも回答ができるようにし

た。 

 

（2）燃料供給会社（チップ会社） 

木材価格統計調査におけるチップ用丸太価格の単位は、「円／立米」となっているが、「円

／生トン」での取引が一般的であるため、燃料供給会社の原料単位については、「円／立米」

「円／生トン」のどちらかを記入できるようにした。 

4）燃料用木質バイオマスの水分 

燃料チップの含水率は「湿潤基準含水率(WetBase、以下、w.b.)」で記載することが一
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③その
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⑤ペ

レッ
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【燃料の形状・種類】 
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般的で、現在の木質バイオマスエネルギーの場でも、含水率というと w.b.で記載すること

が多くなっている。このことを踏まえ、本調査では、木質バイオマス燃料の『調達量』の

欄に、調達した水分を「w.b.」で記入することとした。 

5）記入する価格の条件 

（1）バイオマス発電所 

発電所に対しては、本調査における燃料費と、資源エネルギー庁に提出する年報に記載

する燃料費とを、同じ金額を記入してもらうほうが、発電所での手間がかからないことか

ら、発電所における木質バイオマス燃料の購入価格、つまり、木質バイオマス燃料が発電

所に到着した際、『山からの搬出、士場又は発電所等までの輸送費、積み下ろし費を含ん

だ価格』を記入してもらうこととした。 

 

（2）燃料供給会社（チップ会社） 

木材価格統計調査において、製紙用木材チップ用素材価格の記入条件として「工場着価

格：土場又は貯木場までの輸送費、積み下ろし費を含んだ価格｣、製紙用木材チップ価格

の記入条件として「パルプ工場への輸送費、積み降ろし費を除いた価格」で調査を行って

いる。既存調査との比較を行うため、燃料用丸太については『工場着価格』を、チップに

ついては『チップ工場から発電所への輸送費」、「積み下ろし費」を除いた工場発価格』を

記入してもらうことにした。 

6）記入する納入価格の時期 

木材価格統計調査においては、月別の調査として、15 日又は 15 日に最も近い日の取引価

格を記入するようにしている。ただ、月間で調査を行うことについては、調査対象事業者に

負担が大きい点、製材や製紙用チップと異なり、燃料用木質バイオマス燃料は年間契約をし

ているケースが多く、月毎の価格変動が小さいと考え、四半期毎に調査を行うこととした。

その際、記入する納入価格の時期については、①四半期の平均、②四半期の初日（四半期の

1 ケ月目の初日）、③中日（四半期の 2 ケ月目の 15 日）④末日（四半期の 3 ケ月目の末尾）

などが検討されたが、最新情報を把握する必要性が高いことから、記載する価格の時期は、

④四半期の末日とすることとした。 

7）価格変動の理由 

調査票への価格の記入の他に、価格の上昇・下落が燃料材の原因がどのように生じている

かの要因を把握するため、前四半期期と比較して、価格が上昇・下落した際の理由について、

調査票に選択肢を作成し、選択してもらうこととした。価格変動理由に関する項目は以下の

通りである。 
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①価格の変動がなかった 

②購入した丸太・チップの質（樹種・形状）に変更があったため 

③購入した丸太・チップの質（含水率）に変更があったため 

④地域において価格協定を改定し、価格が上昇（下降）したため 

⑤地域において新規に発電所が稼働を開始（廃止）し、価格が上昇（下降）したため 

⑥地域において製材・合板工場が稼働を開始（廃止）し、価格が上昇（下降）したため 

⑦地域での天候不順、災害など自然要因により、価格が上昇（下降）したため 

⑧地域における素材生産業者が撤退し（進出し）価格が上昇（下降）したため 

⑨発電所における燃料の調達量が増加（減少）したため 

⑩地域における季節変動要因で価格が上昇（下降）したため 

3.3. 回答状況 

発電所および燃料供給会社への調査回答状況は以下の通りとなった。 

3.3.1. 木質バイオマス発電所 

木質バイオマス発電所の調査票の回収は、調査対象発電所 99 発電所のうち、65 発電所

（回収率 65％）であった。 

四半期別の回収状況を見ると、第 1 四半期は 65 発電所、第 2 四半期は 65 発電所、第 3

四半期は 65 発電所であった。令和 2 年度、第 1 四半期から第 3 四半期までに、連続して調

達量・使用量等の有効回答を得られた発電所は 65 発電所（65％）であった（表 1）。 

表 1 発電所の回答状況と回答率 

項目 
令和 2 年度 

第 1 四半期 第 2 四半期 第 3 四半期 1～3 期連続 

回答数 65 社 65 社 65 社 65 社(65%) 

3.3.2. 燃料供給会社 

燃料供給会社の調査票の回収は、調査対象事業体 37 社のうち、13 社（回収率 35％）で

あった。第 1 四半期は 13 事業体、第 2 四半期は 13 事業体、第 3 四半期は 13 事業体であっ

た（表 2）。 

表 2 燃料供給会社の回答状況と回答率 

項目 
令和 2 年度 

第 1 四半期 第 2 四半期 第 3 四半期 1～3 期連続 

概要回答数 13 13 13 13（35％） 
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4. 調査結果 

4.2. 木質バイオマス発電所の概要 

調査回答のあった発電所の概要は、下記の通りである。木質バイオマス発電所の概要につ

いては、年一回、前年度（令和 2 年度）の発電所の概要を整理することとした。 

4.2.1 平均稼働日数・発電容量 

回答のあった発電所の平均稼働日数、発電容量、燃料使用量、燃料水分においては、規模

別に分けて集計した。各発電所における平均稼働日数は､1,000kW までの発電所以外全て

300 日を超えている。1,000kW 以下の発電所は 300 日を切る結果となった。また、稼働し

ている発電所における発電容量に対する送電容量は 89％であった（表 3）。 

表 3 発電所における燃料使用量、発電容量 

 

4.2.2. 燃料使用量、使用燃料の平均水分率 

発電所における燃料使用量は、69 発電所合計で 2,190 千絶乾トンだった（表 4）。この燃

料使用量には、未利用木質バイオマス、および、一般木質バイオマスのほか、PKS や建設資

材廃棄物の燃料量も含めた数値である。また石炭混焼発電所においては、単位あたりの消費

量に齟齬が出るためカウント外としている。 

年間燃料使用量を発電端量で割った 1kW 当たりの燃料使用量は、未利用木質バイオマス

の利用量の多い 20,000kW 未満の発電所では、6～10 絶乾トン/kW の燃料を使用している。

これよりも大きな大規模発電所では、熱量の高い木質ペレットや PKS を利用し、燃料効率

の高い設備であるため、燃料使用量は 5 絶乾トン/kW 台の燃料消費量となる。 

燃料の平均水分(w.b.)を各発電所に確認したところ、1,000kW 未満の発電所では、発電方

式がすべてガス化発電による発電所で、仕様の燃料含水率平均は低いことから、平均水分も
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低い値を示している。 

発電方式が蒸気・タービン方式の 2,001～20,000kW までの発電所における平均水分は 40

～50％で、燃料が木質チップで、未利用木質バイオマスを多く利用していることや、

20,000kW 以上の発電所では含水率が 28％と低くなることから、主に PKS、木質ペレット

などの海外燃料を使用していることが推察できる。 

 

表 4 発電所における燃料使用量、および使用されている燃料の平均水分 

 

注 1）燃料使用量（予定量）記入の発電所は 69 発電所である。 

注 2）年間燃料使用量を生トンでの回答分は、各発電所の想定含水率で絶乾トンに換算している。 

注 3）石炭混焼発電所は、単位あたりの指標に齟齬が出るためカウント外としている。 

 

4.2.3. 発電方式 

回答のあった木質バイオマス発電所のうち、84％が蒸気・タービン方式による発電である

（図 3）。蒸気・タービン方式発電所が主流なのは変わらない。また半数近くの木質バイオ

マス発電所は循環流動層による発電方式を取り入れており、国内における木質バイオマス

專焼発電の主流となっている。 

木質バイオマスを電気分解させることに伴い発生する可燃性ガスを利用するガス化発電

は 9 発電所で昨年度調査と同じであった。 
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図 3 発電所における発電方式 

4.2.4. 燃料種類 

発電所において、利用されている燃料種類を整理したところ、最も使用されている燃料種

類は、未利用木質バイオマス燃料を利用している発電所が全体の半数近くを占めた（図 4）。

また海外燃料材は、「一般木質および農作物残さバイオマス発電所」以外の発電所において

も、規模が比較的大きな発電所では比較的多く利用されている。これは未利用木質バイオマ

スの水分量が多いことにより、熱量が不足し燃料使用量が増えてしまうことから、助燃材と

して、含水率を一定にして出力を安定化することも背景にあるとみられる。 

 
 

図 4 発電所で使用されているバイオマス燃料 

n=58 

n=70 複数回答あり 
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4.2.5. バイオマス燃料の樹種 

木質バイオマス燃料の樹種を調査したところ、スギ、マツ類、ヒノキの順で燃料として利

用されており、最も利用されている樹種はスギとなっている。スギの使用比率は昨年度と比

較して若干伸びている。マツ類については、アカマツ、カラマツが多く、北海道で分布して

いるトドマツ、エゾマツ、海外からの輸入材となるベイマツなどが含まれている。スギ、お

よびスギ以外の樹種についても構成に特に大きな変化はなかった（図 5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 バイオマス燃料の樹種 

4.2.6. 水分条件 

納入時における水分条件設定の有無を尋ねたところ、条件のある発電所は 51 社（63％）、

条件の無い発電所は 19 社（37％）となり、条件のある発電所の回答が多い結果となった（図 

6)。昨年度と比較して条件ありの発電省が増えている。さらに「水分条件あり」と回答され

た木質バイオマス発電所のうち、最も多い水分条件としては、「40～50％以下」としている

ところが大半を占めている。 

 

 

図 6 納入チップの水分条件の有無 

 

 

条件あり 

51 件 

63％ 

n=70 複数回答あり 

37％ 

n=70 
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実際に納入されている燃料の水分を調査したところ、最も多い水分は 40～50％、続いて

50～60％の燃料が納入されているとの回答であった（図 7)。 

回答の中には、10%未満、10～20%と、木質バイオマス燃料では、通常では発生しない水

分を条件としている発電所があったが、これは石炭混焼発電などで、木質ペレット(10%未

満）を利用している発電所や、ガス化発電(10%～20%)による発電所からの回答であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 実際に納入される含水率 

 

4.2.7. 購入丸太・チップの価格設定・価格固定の場合の期間設定 

発電所における購入する木質バイオマス燃料の価格をどのように定めているかとの質問

に対し、燃料価格を「数ヶ月～数年」など、一定期間価格を固定していると回答した発電所

が、丸太で 82％であった。昨年度の調査では 70％であったから、一定期間価格固定の割合

は増加したことになる。（図 8）。 

一定期間価格が設定されていると、燃料を使用する発電所側も納入する燃料供給会社側

もメリットがある。発電所側は年間の使用量に合わせて、支出額を計算しやすくなり、収支

計画を立てやすいことが大きな要因の一つに挙げられる。納入側についても、伐採時に発生

した未利用木質バイオマスが一定額で買い取ってもらえることで、収入が見通せることが

理由の一つである。素材生産をした段階で収支が見渡せることは、何よりもメリットである。

また支払いについても協定があれば、直送のメリットは大きい。 

丸太の価格改定の考え方については、水分率による設定は少なく、同種同額という回答が

多かった（図 9）。 

 

 

 

 

24％ 

9％ 

54％ 

3％ 

9％ 

1％ 

n=63 
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1）丸太 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 燃料材価格（丸太）の価格決定期間について 

 

 

 

図 9 丸太価格改定の考え方 

 

 

チップ燃料の価格設定の回答の詳細をまとめたものが図 10 である。丸太と同じく一定期

間価格固定と回答した発電所が多く 81％であった。 

チップの価格改定の考え方については、同種同額の考え方とともに水分の割合毎に価格

を設定している発電所も多い（図 11）。納入時に水分が少なければ､燃料も発熱量を高くな

ることや､乾燥工程が減ることにより、発電所としても燃料費のコスト減につながる効果が

ある。それに対し価格が一定だと、燃料供給側はどんな燃料を供給しても価格が同一になっ

てしまい、品質の高い燃料材供給へのインセンティブが働かない。 

 

 

 

n=31 

n=34 
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2）チップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 燃料材価格（チップ）の決定期間について 

 

 
 

図 11 チップ価格改定の考え方 

 

4.2.8. チップ購入価格・条件の公表 

燃料買取価格および条件の公表については、「非公表」が 66 発電所、「公表」している会

社は 2 発電所で、公表している発電所は少なく、昨年の結果と変わらない（図 12）。 

未利用木質チップについては概ね発電所ごとのチップの規格が定められており、一定期

間納入価格がほぼ決まっている。発電所着値で生トン／円の場合や、含水率を計測した結果

で価格に差を付けるなど様々な方法が取られている。未利用木質チップを供給する会社は

ほぼ決まっていて公開の必要性は少ないと考えられているようである。 

n=68 

n=62 
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図 12 燃料材の調達価格の公開 

 

4.2.9. 燃料の集荷距離 

燃料材の集荷距離について、通常の集荷距離を聞いたところ、50km までが全体の 57％を

占めた（図 13）。昨年度が 70％であった。通常の集荷距離の平均は 65km であった。令和

2 年度の平均集荷距離は 54km だったことから集荷距離は⾧距離化している。燃料材は単価

が安いため、集荷距離は短いのが通常である。しかし発電所の新規稼働が相次ぎ、国産材原

木の集荷距離も広域になってきている。回答でも 100km を超える発電所 14％あり、想像し

ていたよりも燃料材の集荷距離は広域化しているようである。通常の集荷距離の最大値は

300km であった。 

 

図 13 通常の燃料材・集荷距離 

n=68 

n=58 
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また、最大集荷距離を聞いてみたところ、50km 以下は 17％、150km までが 47％、300km

までが 25％という結果になった（図 14）。最大集荷距離の平均は 158km（令和 2 年度の調

査では 190km）であった。 

最大集荷距離の回答のうち最も⾧距離なのは 500km であった。⾧距離で集荷しているの

は、大規模な発電所が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 燃料材の最大・集荷距離 

4.2.10. 燃料の想定在庫量 

発電所内での想定している在庫量について聞いたところ、「1 年近い在庫」を持つ発電所

もあるものの「1 週間以内」との回答が約半数を占め、自社単体で調達するのではなく、地

域でのサプライチェーンに燃料材を依存している状況が推察される結果となった。この傾

向は昨年と同じである（図 15）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 燃料材の在庫量 
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4.2.11 木質系災害廃棄物受入可否 

近年、豪雨等の自然災害に起因した流木や倒木等の発生が頻出している状況に鑑み、木質

系災害廃棄物の受入の可否を調査した。受入可能と回答した発電所は、調査先 69 社のうち

48 社であった。48 社のうち、35 社の事業計画上の燃料種は、未利用木質又は一般木質のみ

となっている。内訳を表 5 に示す。 

災害被災木は、由来証明があれば、未利用木質又は一般木質として取り扱う事が可能であ

る。また、激甚災害により発生した被害木について、自治体が処理を依頼したことを証明し

た場合は 1 年間に限ってバイオマス比率変更のカウントから除外することができる。69 社

のうち、48 社と、約 7 割の発電所が受入可能としている、この制度が背景にあると考えら

れる。 

なお、2019 年度に当協会が実施した災害被災木等の有効利用に関する実態調査の結果等に

ついては、当協会 HP に公表している。 

表 5 木質災害被災木受入可能発電所内訳 

 

 

事業計画上の 

燃料種 

 

未利用

木質 

 

一 般

木質 

 

建設資材 

廃棄物 

 

一般廃棄物 

その他のバイオマス 

 

その他 

（助燃剤等） 

 

木質系災害廃棄物 

受入可能な発電所数 

A ○ 
    

11 

B ○ ○ 
   

22 

C ○ ○ ○ 
  

9 

D ○ ○ ○ ○ 
 

3 

E ○ ○ ○ ○ ○ 1 

F 
 

○ 
   

2 

G 
 

○ ○ 
  

0 

H 
 

○ ○ ○ 
 

0 

I 
 

○ ○ ○ ○ 0 

計 
     

48 
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4.3. 燃料供給会社の概要 

調査回答のあった燃料供給会社の概要は、下記の通りとなった。令和 3 年度の調査では、

年一回、前年度（平成令和 2 年度）の発電所の概要を整理することとした。 

4.3.1. 製造チップの種類 

燃料供給会社に対し、どのようなチップを製造しているかを質問したところ、木質バイオ

マス燃料のみを製造している発電所が 8 社、50％であった（図 16）。燃料用のみのチップ

工場に引き続き、製紙用も製造している燃料供給会社が多い結果となった。 

 

 

図 16 製造されているチップの種類 

 

4.3.2. 製造チップの形状 

燃料供給会社で製造しているチップの形状を確認したところ、2 社を除き、切削チップを

製造していることが分かった（図 17)。発電所の発電方式（4.2.3 参照）の 6 割が流動層タ

イプと、切削チップを好む発電方式であることから、それに合わせた燃料供給をすることが

条件となっていることが推測される。 

 

 
 

図 17 製造されているチップの形状 
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4.3.3. 燃料供給会社のチップ生産量 

燃料供給会社において、燃料用チップ生産量を未利用木質バイオマスと一般木質バイオ

マスに区分し、会社が燃料材を生産した量による階級区分を示したものが図 18 になる。 

また未利用木質バイオマスと一般木質バイオマスの量を比較すると、一般木質バイオマ

スの供給量が 9％程度で、未利用木質バイオマスに比べ供給量が少ない。一般木質バイオマ

スは未利用木質バイオマスに比べ、計画的に一定量が出て来にくいものであることが理由

として挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 燃料用チップの生産実績（令和 2 年度・絶乾トン） 

4.3.4. 燃料用木質チップの原料 

燃料供給会社がチップを製造する際に使用している樹種について質問したところ、スギ、

ヒノキ等の針葉樹が圧倒的に多い結果となった（図 19)。この結果は昨年、一昨年とも変わ

らない。その他の内訳はマツ、アカマツなど針葉樹であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 製造されているチップの樹種 

6 社 7％ 

5 社 25％ 

4 社 38％ 

1 社 29％ 

n=15 

n=16 複数回答あり 
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燃料供給会社が燃料を製造する際に使用している木質チップの原料の部位について質問

したところ、幹部が 50％と多く利用されているとの回答であった（図 20)。その他の燃料

部位としては、D 材となっている「枝条・剪定枝」が 22％と多くを占める結果となった。

これも昨年度調査対象（令和 2 年度）との比較では、ほぼ傾向は変わらない結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20 製造されているチップの原料 

4.3.5. チップ乾燥の取り組み 

燃料材の乾燥の必要性について、燃料供給会社におけるチップ乾燥の取り組みを聞いた

ところ、図 21 の通りとなった。自然乾燥によるものが 9 社と最も多く、13 社が何らかの

方法で乾燥の取組をしている結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 乾燥のための取り組み 

 

※その他 1 件の内訳 

・製造した燃料チップを雨に濡らさないこと 

  

50％ 

13％ 
3％ 

n=16 複数回答あり 

n=16 複数回答あり 

22％ 
13％ 
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4.4. 木質バイオマス燃料の需給量 

4.4.1. 調達量・使用量の計算方法について 

燃料調達量・使用量の集計にあたって、回答は各発電所によって生・絶乾トンが混在して

いたため、生トンの数値は、調査票の回答項目の含水率(w.b.)によって絶乾トンに変換し、

一律に比較できるようにした。計算式は以下の通り。 

 

絶乾トンによる調達量（使用量） ＝生トンによる調達量（使用量）×（100－含水率％） 

 

上記算式にて絶乾トンに変換するが、調査表に含水率の回答が無ければ絶乾トン換算の

調達量の計算が出来ないことになる。したがって調達量､含水率の項目が回答の無い発電所

は調達量、使用量の集計の対象から外した。絶乾トンへの換算の例を、表６に示す。 

表 6 絶乾トン、および生トンへの換算例 

発電所 回答調達量 
回答含水率 

（w.b.） 

換算量 

（絶乾トン） 

換算量 

（生トン） 

A 発電所 3,000（絶乾ト

ン） 

0％ 3,000 t 6,000 t 

B 発電所 6,000（生ト

ン） 

50％ 3,000 t 6,000 t 

C 発電所 4,000（生ト

ン） 

25％ 3,000 t 6,000 t 

合計 － － 9,000 t 18,000 t 

 

4.4.2. 燃料調達量の推移 

表７は、発電所における燃料調達量の四半期ごとの推移を、燃料種別ごとに示したもので

ある。調査発電所が増えたために年度ごとの比較は単純には出来ないが、年度内では回答発

電所数は統一している。また燃料調達量は一律に比較するために絶乾トンに変換している

が、木質ペレット・廃棄物およびその他は含水率が不明なため換算なしの数値となっている。

各年度内に連続して回答いただいた発電所の数は、令和元年度は 58 発電所、令和 2 年度は

58 発電所、令和 3 年度は 65 発電所である。 

調達量を四半期ごとの量に着目すると、平成 29 年度～令和 3 年度まで、いずれも第 2 四

半期の調達量が多くなっている。4 月～6 月の雨が多い時期は出材が制限され、7～9 月に本

格的に素材生産が開始される。10 月～12 月には国有林の作業に入る素材生産業者が多いな
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どの素材生産業者特有の動きや、夏季には燃料チップの含水率が下がるなど温度管理がし

やすいなどの要因が考えられる。 

 

表 7 発電所における燃料調達量の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表７を燃料種ごとに、令和 3 年度第 3 四半期までの燃料調達量の推移を示したのが図 22

である。調査開始からの傾向を見ると、第 2 四半期の調達量が多くなる傾向がある。 
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図 22 発電所における燃料調達量の推移 

4.4.3. 燃料調達量の内訳 

調査対象木質バイオマス発電所のうち今年度連続して回答のあった 65 発電所の令和 3 年

度、第 1 四半期から第 3 四半期までの 3 四半期合計による燃料調達量の内訳を示したのが

図 23 である。内訳割合は「未利用木質」45％、「一般木質および農作物残さ」52％、「建築

廃棄物」3％「一般廃棄物」0％であった。これは昨年度（令和 2 年度）調査の割合とほぼ変

わらない結果である。燃料材全体に占める国内産一般木質バイオマスは全体の 15％でであ

った。海外燃料材の割合は昨年度 26％から今年度 37％へと大幅に増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 木質バイオマス発電所における燃料調達量の内訳 

4.4.4. 燃料調達量の内訳（FIT 認定別） 

燃料調達量（表 ）を、「未利用木質発電所」、「一般木質および農作物残さ」発電所に区分

しそれぞれを図示すると、未利用木質発電所における燃料調達量（図 24）、一般木質および

農作物残さ発電所における燃料調達量（図 25）になる。 

まず、調査対象木質バイオマス発電所のうち回答のあった「未利用木質バイオマス発電所」

41 社の未利用木質バイオマス調達量は 1,011,297 絶乾トン、比率では 75％（昨年度 73％）

であった。一般木質・農作物残さ調達量は 272,586 絶乾トン、比率では 20％（昨年度 22％）

であった（図 24）。この「未利用木質発電所」に占める国内産一般木質バイオマス調達量は

減少傾向となっている。また海外燃料材の割合は 8％（昨年度 9％）で微減となった。「未利

用木質バイオマス発電所」においても海外燃料は調達されており、燃料チップ含水率が高い

n=65 
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場合の調整弁としての役割を果たしていると想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24 「未利用木質バイオマス発電所」の燃料調達量内訳 

調査対象木質バイオマス発電所のうち回答のあった「一般木質・農作物残さバイオマス発

電所」24 社の未利用木質バイオマス調達量は、491,203 絶乾トン、比率では 21％（昨年度

24％）であった。一般木質・農作物残さ調達量は 1,482,997 トン、比率では 75％（昨年度

73％）であった（図 25）。また PKS、木質ペレット、海外チップなど輸入燃料材調達量は

56％（昨年度 55％）で大きなウエイトを占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=41 

n=24 
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図 25 「一般木質および農作物残さバイオマス発電所」の燃料調達量内訳 

4.5. 木質バイオマス燃料の価格 

針葉樹チップ価格については、調達量、使用量と同様に、購入価格は全国的に比較できる

データ量が確認できた。一方、広葉樹、PKS、廃棄物は、回答いただいた発電所での利用が

少なく、データが限られていることから､今回の価格調査結果には反映しないこととした。

集計された針葉樹のチップ価格については、FIT 制度との関連性が強いことから、「未利用

木質・針葉樹チップ」「一般木質・針葉樹チップ」に分けて、分析することとした。 

4.5.1. 価格の計算方法 

1）発電所での価格計算方法 

発電所の燃料価格の計算については、調達量の大小によって重み付けをする加重平均を

用いている。集計対象の発電所のうち、ごく一部のデータで､調達量､含水率の記載がありな

がら価格の記載が無いデータがあった。その場合の平均価格の算定にあたっては、価格の記

載が無い調達量は加重平均の分母から外した。具体的な計算例を表 8 に示す。 

表 8 加重平均の計算例 

発電所 
回答調達量 

（絶乾トン） 

回答価格 

（円） 

調達額 

（千円） 

平均価格 

（円/ t） 

D 発電所 1,000 t 13,500 円 13,500 千円 13,500 円／t 

E 発電所 2,000 t 回答なし － － 

F 発電所 5,000 t 15,000 円 75,000 千円 15,000 円／t 

合 計 お よ び 平

均 

6,000 t  88,500 千円 14,750 円／t 

注） E 発電所の調達量 2,000 トンは、価格の回答がないため単価計算の分母から除外 

2）燃料供給会社での価格計算方法 

燃料供給会社の丸太調達価格の計算について、調査票での回答は価格のみのため単純平

均を用いている。 

また調査票の丸太調達価格には、「立米／円」と「生トン／円」での価格記載が混在して

いるため、以下の方法で絶乾トンでの価格に変換している。 

（1）立米での回答の換算 

換算率（針葉樹 2.2、広葉樹 1.7）を使用して絶乾トンに変換している。 

【例】針葉樹の場合 5,500 円／立米 × 2.2 ＝ 12,100 円／絶乾トン 
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（2）生トンでの回答の換算 

暫定的に含水率 50％と仮定して、絶乾トンに変換している。 

計算式：調達価格（絶乾トン） ＝ 調達価格（生トン）÷（100―含水率％）／100 

4.5.2. 燃料材および製紙用チップ価格の推移（全国） 

1）発電所における燃料材・針葉樹チップ調達価格の推移 

燃料材需給動向調査による発電所の「未利用木質・針葉樹チップ価格」および「一般木質・

針葉樹チップ価格」を、既存統計のチップ価格と比較したものが、図 26 である。未利用木

質・針葉樹チップ価格は、令和 3 年度 未利用チップはやや上昇、針葉樹一般チップは第三

期では前期から低下が見られた。 

図 26 発電所における針葉樹チップ調達価格の推移（全国） 

注１）《マーカー無し折れ線グラフ》で示しているのが、林野庁「木材価格統計」より、

針葉樹チップ価格、広葉樹チップ価格である。価格はチップ工場渡し価格である。 

注２）《太いマーカー付き折れ線グラフ》で示しているのが、燃料材需給動向調査によ

る発電所の調達する燃料材価格を示している。価格は発電所着価格で運賃込みの

価格である。 

（1）全国的な原木需給、素材の動向 

令和 3 年（2021 年）は、前年の消費税増税による反動にコロナ禍が加わった木材需要

の減少とは打って変わって、需要の増加が見られた。特にウッドショックにより価格が上

昇し、製材品輸入が逼迫したいわゆる建築用材向けの国産材 A 材需要は大きく増加した。
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原木丸太は、製材用素材（A 材）、集成材合板用素材（B 材）、チップ用材（C 材）などに

区分されることが多いが、この区分は実際には明確に分けられるものでもない。区分の間

のグレーの部分は需要が逼迫した場合には、より上の素材需要に引っ張られることにな

る。特に 2021 年は前述のウッドショックが起こり、燃料用チップ用原木の確保に苦労し

た地方は多かった。バイオマス発電所向けの燃料材の引き合いは順調であるために 2021

年夏から秋にかけて燃料チップ不足が顕在化した。現在は極端な不足という事態は解消

しつつあるが、しかし今後の丸太の入荷状況によっては不足感が顕著になる可能性があ

る。チップの過不足は地域によって濃淡があり、北海道、東北、中部、四国地方、九州地

方の一部では依然と原木不足が聞かれている。今冬の豪雪による供給不足も原木流通の

ネックとなっているようだ。 

2021 年（令和 3 年）の素材生産量の動向について確定した統計はまだ出ていないが、

林野庁「合板統計」「製材統計」の数値を見ると、2021 年の製材工場の国産材素材入荷量

は前年比 12.7％増加し、また合板工場への国産材素材入荷量は前年比 14.6％増加した。

国産材の素材生産は前年比で大幅に増加したと思われるが、前年度の素材生産量がコロ

ナ禍により大きく減少したことを考えれば、国産材の絶対量はそれほど変化せず、例年通

りの生産量に回復したという表現の方が正しいのかも知れない。 

（2）地方別・未利用木質針葉樹チップ価格の推移 

発電所から回答があった燃料材価格のうち未利用木質針葉樹チップの価格推移（絶乾ト

ン換算）を地方別に示したのが図 27 である。 

令和 3 年第 3 四半期の未利用木質・針葉樹チップの全国平均価格は、21,521／絶乾トン

であった。これよりも高い地域は北海道地方、中部地方、九州地方であった。関東地方が最



- 29 - 
 

も低い価格であった。 

図 27 発電所の地方別・未利用木質・針葉樹チップ調達価格の推移 

（3）地方別・一般木質針葉樹チップ価格の推移 

発電所から回答があった燃料材価格のうち一般木質針葉樹チップの価格推移（絶乾換算）

を地方別に示したのが図 28 である。 

令和 3 年度第 3 四半期の一般木質・針葉樹チップの全国平均価格は、11,658 円／絶乾ト

ンであった。一般木質針葉樹チップは取引量が少なく、取引案件毎に価格が決まることが多

い。そのため価格変動が激しく、同じ地方の中でも価格差がある場合が多い。 

関東甲信地方、中部地方以外の地域では価格の上下の振れが激しい。東北地方では秋から

冬にかけて上昇する傾向があるようだ。発電所からすれば安定供給的に見て、量的にも、価

格的にも変動が激しいのは困るが、こうした一般木質バイオマスの性質からすれば仕方の

ないことかも知れない。 

図 28 発電所における地方別・一般木質・針葉樹チップ調達価格の推移 

（4）既存統計との比較 

本調査では、燃料材チップ価格は「運賃込み」の発電所到着価格で、木材価格統計では

「運賃なし」のチップ工場渡し価格である。このように同一の条件ではないため、単純に

は比較出来ないが、未利用木質・針葉樹チップ調達価格は、国内のパルプ向けの針葉樹チ

ップ、および輸入チップに迫る高値となっている。 

表 9 は、国内の製紙用チップ用丸太、製紙用チップの価格を木材価格統計から 2014 年

12 月から 2021 年 12 月までの 7 年間の価格変化を見たものである。まず FIT 導入容量
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都道府県

未利用木質

導入量計

（kW）

導入量

順位

（位）

2014年12

月価格

（円）

2021年12

月価格

（円）

価格上昇

率比較①

（％）

2014年12

月価格

（円）

2021年12

月価格

（円）

価格上昇

率比較②

（％）

2014年12

月価格

（円）

2021年12

月価格

（円）

価格上昇

率比較③

（％）

2014年12

月価格

（円）

2021年12

月価格

（円）

価格上昇

率比較④

（％）

1.北海道 91,620 1 5,500 7,000 27.3 8,500 9,600 12.9 11,800 14,900 26.3 17,900 20,400 14.0
45.宮崎県 38,840 2 4,400 7,700 75.0 9,300 8,200 -11.8 11,900 11,100 -6.7 18,900 20,000 5.8
46.鹿児島県 33,430 3 4,700 7,700 63.8 9,300 9,700 4.3 0 0 #DIV/0! 14,900 15,700 5.4
44.大分県 25,461 4 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 10,300 11,600 12.6 0 0 #DIV/0!
28.兵庫県 22,130 5 2,500 6,600 164.0 0 0 #DIV/0! 15,100 17,100 13.2 0 0 #DIV/0!
20.⾧野県 20,250 6 3,500 6,800 94.3 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0!
34.広島県 16,950 7 2,600 4,500 73.1 5,300 5,900 11.3 12,300 11,500 -6.5 17,500 19,500 11.4
21.岐阜県 13,542 8 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0!
15.新潟県 13,190 9 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0!
7.福島県 12,940 10 4,800 5,900 22.9 8,600 8,900 3.5 15,500 18,100 16.8 17,500 20,100 14.9
39.高知県 12,800 11 4,500 5,500 22.2 0 0 #DIV/0! 12,700 19,300 52.0 0 0 #DIV/0!
3.岩手県 12,500 12 5,100 7,100 39.2 9,600 10,900 13.5 13,600 15,800 16.2 16,600 18,600
33.岡山県 12,331 13 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 11,800 14,400 22.0 0 0 #DIV/0!
6.山形県 11,834 14 0 6,200 #DIV/0! 8,700 9,700 11.5 0 0 #DIV/0! 15,100 0
41.佐賀県 9,850 15 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0!
8.茨城県 7,740 16 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 7,200 #DIV/0! 0 0 #DIV/0!
18.福井県 7,545 17 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0!
5.秋田県 7,410 18 3,800 6,700 76.3 9,100 11,800 29.7 13,300 15,900 19.5 17,000 20,300 19.4
10.群馬県 6,960 19 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0!
36.徳島県 6,820 20 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0!
30.和歌山県 6,800 21 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0!
32.島根県 6,550 22 7,100 9,200 29.6 9,200 10,400 13.0 0 0 #DIV/0! 20,100 20,800 3.5
29.奈良県 6,500 23 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0!
43.熊本県 6,330 24 5,000 6,900 38.0 8,000 8,300 3.8 13,500 18,000 33.3 17,900 21,000 17.3
2.青森県 6,250 25 4,700 6,400 36.2 10,400 11,600 11.5 12,300 15,600 26.8 16,300 18,500 13.5
24.三重県 5,800 26 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0!
16.富山県 5,750 27 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 20,600 20,900 1.5 0 0 #DIV/0!
40.福岡県 5,700 28 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0!
9.栃木県 1,995 29 4,700 5,000 6.4 0 0 #DIV/0! 12,000 12,000 0.0 0 15,400 #DIV/0!
38.愛媛県 1,115 30 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 9,200 12,900 40.2 0 0 #DIV/0!
4.宮城県 960 31 4,900 5,600 14.3 8,000 8,700 8.8 16,400 18,600 13.4 18,100 19,600 8.3
19.山梨県 800 32 4,000 6,500 62.5 5,100 6,500 27.5 0 0 #DIV/0! 14,500 16,000 10.3
22.静岡県 447 33 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 15,900 17,900 12.6 0 0 #DIV/0!
35.山口県 67 34 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0!

FIT導入量 チップ用針葉樹丸太価格 チップ用広葉樹丸太価格 パルプ向け針葉樹チップ価格 パルプ向け広葉樹チップ価格

の大きい県の巡で並べ替えを行い、価格上昇利率がプラスの場合は赤色、マイナスの場合

は青色で色分けしてある。これによると各道府県とも丸太価格、チップ価格は大きく上昇

している。FIT 導入容量が大きな県が必ずしも上昇率が高いわけでは無いが、針葉樹丸太、

針葉樹チップ価格に関しては FIT 未利用木質導入量が多い道府県ほど価格上昇率が高い

ようにも見える。 

未利用木質・針葉樹チップと国内チップ、輸入チップの価格の差はほとんどなくなって

おり、実際に複数の大型の発電所で大量に輸入チップが使われ始めている。FIT 制度にお

いて、木質バイオマス発電については、既存の産業に影響を与えないことが条件となって

いるが､今後の調達量､利用量､購入価格が上がってくることにより、製紙用やボード用な

どの木材産業への影響が懸念される。 

表９ チップ用丸太、パルプ用チップの価格動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）調達価格等算定委員会の想定燃料費との比較（未利用木質） 

調査の結果､未利用木質・針葉樹チップ・燃料材購入単価の令和 3 年度第 1 四半期から

第 3 四半期の全国平均は、10,575 円/生トン（含水率を 50％と仮定し、絶乾トンから換

算）であった。未利用針葉樹チップの単価は、昨年度調査から 103 円/生トン上昇する結

果であった。 

調達価格等算定委員会で示された令和 3 年度の未利用木質バイオマスの燃料費平均（熱
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量換算）は「1,209/GJ｣(想定値 1,200 円/GJ、88 件から集計）であったから、これを未利

用木質バイオマスの燃料費を重量換算すると、1,209 円/GJ=>12,090 円/生トンと換算す

ることができる。調達価格等算定委員会にて公開されたデータと、本調査による令和元年

度第 1 四半期から第 3 四半期の平均 10,575 円/生トン（消費税込み 11,632 円/生トン）

と比較すると、458 円の差異があったがおおむね近似する結果となった。 

 

（6）調達価格等算定委員会の想定燃料費との比較（一般木質および農作物残さ） 

今回の調査の結果、一般木質・針葉樹チップ燃料材購入価格の令和 3 年度第 1 四半期

から第 3 四半期までの全国平均は、8,772 円/生トン（含水率を 50％と仮定し、絶乾ト

ンから換算）であった。 

調達価格等算定委員会（以下、算定委）で示された令和 3 年度の一般木質等の燃料費

（熱量換算）は、842 円/GJ｣(想定値 750 円/GJ、171 件から集計）で、重量換算すると

842 円/GJ=>8,420 円/トンになり、生トンあたり 352 円程度の差であったが、おおむね

近似する結果となった。 

 

（7）今後の発電所の稼働と原木需給の動向 

令和 3 年中（2021 年 9 月末まで）に稼働を開始した発電所は、未利用木質バイオマス

発電所が合計約 14 件（出力約 11,568kW）、未利用 2,000kW 以上に限れば 0 件であった。

一般木質および農作物残渣バイオマス発電所が約 6 件（出力約 364,103kW）であった。

未利用材を燃料とする 6,000kW 級の発電所は頭打ちとなっているものの、今後は海外燃

料材を使用する一般木質の大型のバイオマス発電所の稼働が増えてくる。 

令和 3 年春に顕在化したウッドショックは、年末頃には調整するかに見えたが、令和 4

年 3 月現在、北米市場での製材品現地価格は 1418 ドル/1000BM（2 年前は 400 ドル

/1000BM）となっており。引き続き製材品の高値は続いている。そのため外材製材需要

の国産材転換が継続的に行われており、Ａ材需要は旺盛なままとなっている。そのため素

材生産に対する素材の供給要請は引き続くものと予想される。輸出と競争する産地、合板

と競合する産地はバイオマス向けの丸太の確保にはこれまでと同じく苦労するのではな

いだろうか。素材生産量が少ない地域では地元での集荷が難しく素材生産の力を付ける

まで近隣の産地に供給依頼をすることになる。結果として、産地に供給依頼が殺到すると

ともに、素材の調達距離が⾧距離化している状況がある。素材生産の現場では、山林から

ＡからＣ材までがまとめて出材するために、燃料材Ｃ材だけの生産増を求めることは難

しい。素材生産の現場ではＡ～Ｃ材全体として採算の合わない山林での出材は期待でき

ず、木材需要全体を俯瞰することが求められてくる。 

2）燃料供給会社における燃料用・針葉樹丸太調達価格の推移 

燃料材需給動向調査による燃料供給会社における未利用木質・針葉樹丸太価格、および
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一般木質・針葉樹丸太価格を、既存統計のチップ価格と比較したものが図 29 になる。 

令和 3 年度におけるチップ会社の未利用木質・丸太価格全国平均は、6,053 円/立米（第

1 四半期）から 6,098 円/立米（第 3 四半期）で、ほぼ横ばい、一般木質・全国針葉樹丸

太価格（全国）は、2,489 円/立米（第 1 四半期）から 2,660 円/立米（第 3 四半期）と前

年度に比べて下落した。4 年前には 4 千円/立米近くあった針葉樹丸太価格は 30％近く下

落したことになる。グラフ中の単価については、既存統計と比較しやすいように立米に変

換してある。 

図 29 燃料供給会社における針葉樹チップ用丸太の調達価格の推移（全国） 

 

（1）既存統計との比較 

既存統計との比較では、未利用木質・針葉樹丸太の調達価格は、全国チップ向け針葉樹丸

太価格とほぼ同価格で取引されている。本調査では燃料材丸太価格は「運賃込み」のチップ

会社到着価格で、木材価格統計では「運賃込み」のチップ工場買取価格で条件は同一である。

7 年前（平成 25 年３月）から木材価格統計のチップ向け針葉樹丸太価格は 4,400 から 7,000

円（令和 3 年 12 月）へと 2,600 円上昇している。一般木質・針葉樹丸太の調達について、

継続的、定量的に調達している会社は少なく、調達時期、調達量とも不安定な状態である。

価格も現場や事業体によって差があり価格もバラツキ易い性質を持っている。 

（2）チップ用丸太、チップ受渡価格との差（限界利益） 

燃料供給会社の絶乾トン換算による「未利用木質・針葉樹丸太価格」と、「未利用木質・

針葉樹チップ」の発電所への受け渡し価格、およびその差（限界利益）の差の全国平均推移

をまとめたものが表 10 になる。単位は絶乾トンに換算してある。 

令和 3 年度における「未利用木質・針葉樹チップ用丸太」（13,424 円/絶乾トン）と、「未
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利用木質・針葉樹チップ受け渡し価格」（19,947 円/絶乾トン）の差（全国平均・第 1 四半

期から第 3 四半期平均）は、6,523 円/絶乾トンであった。昨年度調査では 5,729 円/絶乾ト

ンであったから絶乾トンあたり 794 円ほど限界利益が増加する結果となった。 

表 10 燃料供給会社、未利用木質バイオマス・限界利益の推移 

項目 
令和 2 年度 令和 3 年度 

1Q 2Q 3Q 4Q 平均 1Q 2Q 3Q 平均 

チップ受け渡し価格 19,451 19,346 19,632 19,147 19,394 19,446 20,378 20,016 19,947 

未利用木質丸太価格 13,567 13,646 13,697 13,787 13,669 13,317 13,550 13,415 13,424 

差引：限界利益 5,884 5,700 5,935 5,360 5,725 6,129 6,878 6,601 6,523 

注）単位：絶乾トン／円 

 

燃料供給会社の絶乾トン換算による「一般木質・丸太購入価格」と、「一般木質・チップ

の発電所への受け渡し価格」、およびその差（限界利益）の差の全国平均推移をまとめたも

のが表 11 になる。単位は未利用木質価格と同様に絶乾トンに換算してある。 

令和 3 年度における「一般木質・針葉樹チップ用丸太」（5,780 円/絶乾トン）と、「一般

木質・針葉樹チップ受け渡し価格」（17,241 円/絶乾トン）の差（全国平均・第 1 四半期か

ら第 3 四半期平均）は、11,461 円/絶乾トンであった。昨年度調査では 6,350 円/絶乾トン

であったから絶乾トンあたり 5,111 円ほど限界利益が増加する結果となったが、これは一

般木質用材を扱う調査対象事業所が減少したことによるもので、全国的な流れとは違う結

果となった。未利用木質と一般木質の限界利益と比較では 4,938 円の差があり、一般木質バ

イオマスの方の限界利益が高い結果となった。一般的には、一般木質バイオマスは、量的に

も不安定で、ものによっては異物の混入が心配される。石、砂などがチッパーの刃に与える

影響もあり、燃料供給会社に敬遠されている。 

表 11 燃料供給会社、一般木質バイオマス・限界利益の推移 

項目 
平成 2 年度 令和 3 年度 

1Q 2Q 3Q 4Q 平均 1Q 2Q 3Q 平均 

チップ受け渡し価格 13,751 13,630 13,158 12,963 13,375 17,247 17,356 17,120 17,241 

一般丸太購入価格 6,633 7,032 7,791 6,645 7,025 5,476 6,013 5,851 5,780 

差引：限界利益 7,118 6,598 5,367 6,318 6,350 11,771 11,343 11,269 11,461 

注）単位：絶乾トン／円 

4.5.3. 価格変動理由 

1）発電所 

発電所に対し、前四半期と比較して価格が変動した場合に理由について聞いたところ、回
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答があった発電所のうち、針葉樹チップに対しては約半数から変動理由の回答が得られた。

しかし、他の燃料については取引自体が少ないために回答も少なく、比較ができない状況だ

った。そのため、この項では、針葉樹チップの未利用木質バイオマス・一般木質バイオマス

区分での価格に絞って変動理由についてまとめた。また、この項目もそれぞれの年度で連続

して回答をいただいた発電所を集計している。 

まず、未利用木質・針葉樹チップの価格変化（表 12）については、今年度は第 2 四半期

からに「上昇」の方が多くなっている。 

価格変化の理由について、回答数は多くはなかったが、「調達量の変化」が多かった（表

13）。 

表 12 未利用木質・針葉樹チップの価格変化の推移（単位：回答発電所数） 

価格の変化 

令和 2 年度 令和 3 年度 

第 1 四

半期 

第 2 四

半期 

第 3 四

半期 

第 4 四

半期 

第 1 四

半期 

第 2 四

半期 

第 3 四

半期 

価格が変化なし 6 7 7 6 5 12 8 

価格が上昇 11 16 22 16 8 18 20 

価格が下落 19 13 7 13 15 12 15 

注） 絶乾換算後の価格の変化である 

 

表 13 回答された価格変化の要因（単位：回答発電所数） 

回答のあった 

価格変化の要因 

令和 2 年度 令和 3 年度 

第 1 四

半期 

第 2 四

半期 

第 3 四

半期 

第 4 四

半期 

第 1 四

半期 

第 2 四

半期 

第 3 四

半期 

チップ条件の変化 1 1 1 0 0 0 0 

チップ含水率の変化 8 7 7 0 0 0 0 

価格協定の改定 3 2 2 0 1 0 0 

新規工場・発電所が稼働 2 2 2 0 0 0 0 

発電所の調達量の変化 2 3 2 2 2 2 2 

その他 3 3 2 0 1 0 0 

一方、一般木質・針葉樹チップの価格変化では,令和 3 年度に入ってからは「価格が下落」

と回答した発電所が多くなっている（表 14）。 

価格変化の理由については、もともと一般木質・針葉樹チップの取引量自体が少ないため

回答が少なかった（表 15）。価格変化の理由での回答で「価格協定の改定」と回答の発電所

が 1 発電所であった。 
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表 14 一般木質・針葉樹チップの価格変化の推移（単位：回答発電所数） 

価格の変化 

令和 2 年度 令和 3 年度 

第 1 四

半期 

第 2 四

半期 

第 3 四

半期 

第 4 四

半期 

第 1 四

半期 

第 2 四

半期 

第 3 四

半期 

価格が変化なし 3 5 3 5 4 12 8 

価格が上昇 8 13 10 9 2 7 6 

価格が下落 16 8 10 10 13 9 16 

注） 絶乾換算後の価格の変化である 

表 15 回答された価格変化の要因（単位：回答発電所数） 

回答のあった 

価格変化の要因 

令和 2 年度 令和 3 年度 

第 1 四

半期 

第 2 四

半期 

第 3 四

半期 

第 4 四

半期 

第 1 四

半期 

第 2 四

半期 

第 3 四

半期 

チップ条件の変化 2 3 2 0 0 0 0 

チップ含水率の変化 3 1 3 0 0 0 0 

価格協定の改定 3 2 2 0 0 1 0 

新規工場・発電所が稼働 0 2 0 0 0 0 0 

発電所の調達量の変化 0 0 0 0 0 0 0 

その他 1 1 1 0 0 0 0 

2）燃料供給会社 

燃料供給会社も発電所と同様、前四半期からの価格の変動について理由を聞いたところ、

針葉樹チップに対しては、約半数から回答があった。しかし理由についての回答は、回答が

少ない状況で、原因が掴みきれない結果となってしまった。 

未利用木質・針葉樹丸太については価格の変動がないと回答している事業者がほとんど

で、大きな変化は見られていない（表 17）。価格変動要因の回答ついては、今年度の理由と

しては「その他」が回答理由 3 件のみであった（表 18）。 

表 17 未利用木質・針葉樹丸太の価格変化の推移（単位：回答チップ会社数） 

価格の変化 

令和 2 年度 令和 3 年度 

第 1 四

半期 

第 2 四

半期 

第 3 四

半期 

第 4 四

半期 

第 1 四

半期 

第 2 四

半期 

第 3 四

半期 

価格が変化なし 9 10 9 6 5 5 5 

価格が上昇 3 4 2 3 2 4 1 

価格が下落 2 1 3 3 4 1 4 
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注） 絶乾換算後の価格の変化である 

表 18 回答された価格変化の要因（単位：回答チップ会社数） 

回答のあった 

価格の変動要因 

令和 2 年度 令和 3 年度 

第 1 四

半期 

第 2 四

半期 

第 3 四

半期 

第 4 四

半期 

第 1 四

半期 

第 2 四

半期 

第 3 四

半期 

丸太条件の変化 0 0 0 0 0 0 0 

丸太含水率の変化 0 0 0 0 0 0 0 

価格協定の改定 1 0 0 1 0 0 0 

新規工場・発電所が稼働 0 0 0 0 0 0 0 

発電所の調達量の変化 0 0 0 0 0 0 0 

その他 1 1 1 0 1 1 1 

 

一般木質・針葉樹丸太については、燃料材として扱っている量自体が少なく回答が少なか

った。価格変化については、価格の変動がないとしている事業者がほとんどで、こちらも大

きな変化は見られていない（表 19）。一般木質・針葉樹丸太については扱っている会社が 4

社と少なく、また価格の変動が少なかったことから、理由についても回答が無い結果となっ

た（表 20）。 

表 19 一般木質・針葉樹丸太の価格変化の推移（単位：回答チップ会社数） 

価格の変化 

令和 2 年度 令和 3 年度 

第 1 四

半期 

第 2 四

半期 

第 3 四

半期 

第 4 四

半期 

第 1 四

半期 

第 2 四

半期 

第 3 四

半期 

価格が変化なし 4 4 4 4 3 3 3 

価格が上昇 2 2 2 3 3 1 3 

価格が下落 3 3 3 2 1 4 2 

注） 絶乾換算後の価格の変化 

表 20 回答された価格変化の要因（単位：回答チップ会社数） 

回答のあった 

価格の変動要因 

令和 2 年度 令和 3 年度 

第 1 四

半期 

第 2 四

半期 

第 3 四

半期 

第 4 四

半期 

第 1 四

半期 

第 2 四

半期 

第 3 四

半期 

丸太条件の変化 0 0 0 0 0 0 0 

丸太含水率の変化 0 0 0 0 0 0 0 

価格協定の改定 1 0 0 0 0 0 0 

新規工場・発電所が稼働 0 0 0 0 0 0 0 

発電所の調達量の変化 0 0 0 0 0 0 0 
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その他 0 0 0 0 0 0 0 

 

4.6. 木質バイオマス発電所の個別指標 

4.6.1. 発電量 1kW あたり燃料費（円） 

発電所からの回答の中で、四半期ごとに燃料材調達単価および発電出力数まで回答して

いただいたのは 65 発電所であった（令和 3 年度第 1 四半期～第 3 四半期まで連続して回答

があった発電所）。この発電所の単位あたり指標を計算し、燃料材の種類を「未利用木質」、

「一般木質および農作物残さ」の区分で比較した。 

1）木質バイオマス発電所における 1kW あたり燃料費 

単位あたり燃料費は、以下の計算式により計算した。 

1kWh あたり燃料費 ＝（絶乾トン燃料使用量×燃料費単価）÷発電量 

2）1kW あたり未利用木質バイオマス燃料費、発電所度数分布 

令和 3 年度、第 1 四半期から第 3 四半期まで、連続して燃料材調達価格および出力数の

回答のあった発電所 65 発電所のうち、「未利用木質」を燃料として使用している発電所は

56 発電所であった。その「未利用木質」を使用している 56 発電所における令和 3 年度第 1

～3 四半期の「1kWh あたり未利用木質燃料費平均」度数分布を示したのが図 30 である。 

縦軸が発電所数、横軸が 1kWh あたり燃料費（円）を表し、右に表示されるほど燃料費が

高い発電所であることを示している。また発電所の認定区分で色分けをしている。平均値は

15.8 円/1kWh（昨年度 17.5 円/1kWh）、中央値は 15.5 円/1kWh（昨年度 16.4 円/1kWh）
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で昨年度より下落している。 

図 30 木質バイオマス発電所の単位あたり未利用木質燃料価格・度数分布 

3）1kW あたり一般木質および農作物残さ燃料費、発電所度数分布 

令和 3 年度、第 1 四半期から第 3 四半期まで、連続して燃料材調達価格および出力数の

回答のあった発電所 65 発電所のうち「一般木質および農作物残さ」を燃料として使用して

いる発電所は 45 発電所であった。その「一般木質および農作物残さ」を使用している 45 発

電所における令和 3 年度第 1～3 四半期の「1kWh あたり一般木質および農作物残さ燃料費

平均」度数分布を示したのが、図 31 になる。平均値は 13.8 円/1kWh（昨年度 17.4 円/1kWh）、

中央値は 11.0 円/1kWh（昨年度 12.3 円/1kWh）で、昨年よりも下落する結果となった。一

般木質材の価格が下落した影響も大きかったと思われるが、個別の調査票をあたると、一般

木質 10,000kW 未満の発電所については親会社から安い価格で燃料材を調達している例が

多かった。逆に親会社から比較的高く調達している例もあり、会社の考え方で燃料材の単位

あたり価格に差が付く結果ともなっている。 

 

図 31 木質バイオマス発電所の単位あたり一般木質および農作物残さ 

燃料価格・度数分布 

 

 

4.6.2. 発電量 1kW あたり燃料（kg） 

1）木質バイオマス発電所における 1kW あたり燃料 

単位あたり燃料費は、以下の計算式により計算した。 
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1kWh あたり燃料 ＝ 絶乾トン燃料使用量÷発電量 

2）1kW あたり未利用木質バイオマス・燃料使用量、発電所度数分布 

令和 3 年度、第 1 四半期から第 3 四半期まで、連続して燃料材調達価格および出力数の

回答のあった発電所 65 発電所のうち「未利用木質」を燃料としている発電所は 56 発電所

であった。その未利用木質を使用している 56 発電所における令和 3 年度第 1～3 四半期の

「1kWh あたり未利用木質燃料消費量平均（絶乾 kg）」の度数分布を示したのが、図 32 で

ある。縦軸に発電所数、横軸が 1kWh あたり燃料（絶乾 kg）を表しており、右に表示され

るほど燃料使用量が多い発電所を示している。また発電所の認定区分で色分けをしてある。

平均値は 0.89 絶乾 kg/1kWh（昨年度 0.99 絶乾 kg/1kWh）、中央値は 0.82 絶乾 kg/1kWh

（昨年度 0.85 絶乾 kg/1kWh）であった。度数分布は 0.8～0.9 以下付近を中心に山なりにな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 32 木質バイオマス発電所の単位あたり未利用木質燃料使用量・度数分布 

 

3）1kW あたり一般木質および農作物残さ・燃料使用量、発電所度数分布 

令和 3 年度、第 1 四半期から第 3 四半期まで、連続して燃料材調達価格および出力数の

回答のあった発電所 65 発電所のうち「一般木質および農作物残さ」を燃料としている発電

所は 45 発電所であった。その一般木質および農作物残さを使用している 45 発電所におけ

る令和 3 年度第 1～3 四半期の「1kWh あたり未利用木質燃料消費量（絶乾 kg）」の度数分

布を示したのが、図 33 である。平均値は 1.05 絶乾 kg/1kWh（昨年度 1.24 絶乾 kg/1kWh）、

中央値は 0.83 絶乾 kg/1kWh（昨年度 0.91 絶乾 kg/1kWh）であった。一般木質および農作

物残さ発電所の大型の発電所の燃料消費効率が高いことが推察される。 
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図 33 木質バイオマス発電所の単位あたり一般木質および農作物残さ 

燃料使用量・度数分布 
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５．ウッドショックを踏まえた緊急アンケートの実施   
2021 年には北米、中国の市況高騰やコンテナ不足等により、外材輸入量が減少し、ロシ

ア材、ニュージーランド・チリ材のいずれも歴史的高値となり、国産材価格も急騰するとい

った「第三次ウッドショック」と呼ばれる情勢が発生した。当協会においては、この情勢の

燃料材調査への影響を把握するため、令和 3 年(2021)5 月に緊急アンケートを実施した。 

アンケートは発電事業者 40、燃料供給者 33、その他事業者 5 から回答をいただいた。そ

の結果は次のとおりであり、コロナ禍、ウッドショック下においても多くの発電事業者、燃

料材供給事業者では燃料材、原料調達価格を引き上げていなかった。ただし、その後の見通

しでは燃料供給事業者の約半数の調達が困難となると回答しており、将来の調達状況への

懸念が伺える。 

（１）燃料材、原料の調達状況については、 2020 年初頭から 2021 年 5 月末まで「ほぼ例

年どおりだった」と回答したのは発電事業者では約 7 割、燃料材供給事業者では約 6 割だ

った。また、その後の見通しでは、短期では「価格を引き上げるほど調達が困難となる」と

回答した発電事業は存在せず、燃料材供給事業者は 1 割にとどまったが、中期、⾧期になる

につれ、「買取価格を引き上げるほど調達が困難となる」という回答が増加していた。 

（２）発電事業者の規模別の回答結果については、小型の施設(送電端：～5,000kW)を運営

する発電事業者は需給変動による影響が少なかったことが伺える。一方、中型以上（5,000kW

～）の発電所は 2020 年秋頃から調達が困難となる事業者数が増加した。見通しでは、中型

(5,000～10,000kW)の発電所で将来の調達を懸念していることが伺える。 

（３）発電事業者の燃料材別調達状況については、国産材原木を扱う事業者の約 4 割が 2020

年初頭は調達が容易だったと回答した。2020 年初頭においてはマテリアル利用の需要が低

下し、燃料材需要が受け皿となっていたことが伺える。見通しでは、原木を扱っている事業

者では「買取価格を引き上げるほど調達が困難となる」と回答した事業者はいなかったが、

国産チップを扱っている事業者では中期、⾧期で存在した。 

（４）燃料材事業者について規模別の状況を確認すると、年間取扱量が 30,000t を超える事

業者のみ価格を引き上げておらず、見通しも短期においては「価格を引き上げるほど調達が

困難となる」と回答した事業者は存在しなかった。  

（５）その他懸念事項・対策等では、素材生産が需給変動に対応できないことやウッドショ

ックの反動に懸念を示すコメントが存在するとともに、調達する材の多様化、集材範囲の拡

大や林業事業への事業拡大が挙げられた。 
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表_１．回答者の所在地 

 

 

 

 

  

 

 

表_２．発電事業者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表_３．燃料材供給事業者の属性 
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表_１．発電事業者全体  

 

 

表_2．発電事業者_これまでの状況_規模別 
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表_3 発電事業者_これまでの状況_燃料材別 

 

表_4 発電事業者_見通し_規模別 
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表_5 発電事業者_見通し_燃料材別 

 

 

表_6 燃料材供給事業者全体 

 

 

 



- 46 - 
 

表_7 燃料材供給事業者_ これまでの状況_規模別 

 

 

表_8 燃料材供給事業者_ 見通し_規模別 
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６．調査効率化に向けた支援システムの構築  
 本調査においては、回答者のデータのやり取りをメールで行なっているため、データの

保存やメールの送信のセキュリティ確保が調査対象者の負担となっている。 

 この回答者の負担を少なくするため、クラウド上でデータ入力を可能とするシステム

への移行をすることとし、その実施に必要な情報セキュリティ対策を含むシステムの構

築を図った。 

具体的には、 

１．調査票の送付、回収等の作業を効率化すること。  

２．調査票の送付等における手違いや作業漏れを抑止すること。 

３．回答者の回答の負担を軽減すること。 

４．情報セキュリティを確保すること。 

５．業務に関連する作業を記録し、複数の担当者間で情報共有を可能とすること。 

を目的としてシステムを導入することにより、今後の調査の効率化が図られることとな 

った。 
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7. FIT 認定量・導入量と海外燃料材 

5.1. FIT 認定量・導入量 

未利用木質区分バイオマス発電所の令和 3 年 9 月末における認定容量は、587,478 kW 

200 件、導入容量は 39,205kW 96 件、認定され未導入の容量は 148,273kW 104 件であっ

た（図 34）。認定容量のうち 25％がまだ導入されていない発電所ということになる。

2,000kW 以上のバイオマス発電所に限れば、認定未導入容量は、75,340kW 件（認定容量

の 16％）である。未利用木質区分の発電所は比較的順調に導入が進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 34 FIT 認定量および導入量の推移（未利用木質） 

出典：資源エネルギー庁「固定価格買取制度・情報公表用ウェブサイト」より 

一般木質及び農作物残渣区分の令和 3 年 9 月末における認定容量は、6,763,083 kW 174

件、導入容量は,1,998,332 kW 68 件、認定され未導入の容量は 4,764,752 kW 106 件であっ

た（図 35）。認定容量の 70％が導入されておらず、今後も海外燃料使用する大型木質バイ

オマス発電所の竣工が予定されていることから、燃料材の需要は今後も高まり続ける予定

である。 

令和 2 年の輸入通関統計によると PKS 輸入が 252 万トン、木質ペレット輸入が 312 万ト

ン、合計 564 万トンである。今後大型の一般木質バイオマス発電所の竣工が続けば必要な

燃料は、年間 1,000 万トンを超えるは確実となってくる。 

巻末に、2021 年 11 月 30 日時点のＦＩＴ認定バイオマス発電所リストを掲げた。 
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図 35 FIT 認定量および導入量の推移（一般木質および農作物残渣） 

出典：資源エネルギー庁「固定価格買取制度・情報公表用ウェブサイト」より 

5.2. 燃料材輸入量 

輸入木質ペレットの通関量は、2021 年計が 3,117 千トン。対前年比 53.7％と大幅に増加

した。カナダからの木質ペレット輸入は 1 年で倍に近い伸びを見せている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 36 日本における木質ペレット輸入量推移 

出典：財務省「貿易統計」より 
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輸入 PKS の通関量は、2021 年計が、2,518 千トン。対前年比 13.4％の増加である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 37 日本における PKS 輸入量推移 

出典：財務省「貿易統計」より 

世界の輸出入統計では燃料材の輸入量はどうなっているだろうか。木質ペレットの輸入

量を FAOSTAT 引用して、国別に順位を付けたのが表 21 になる。最も量が多いのはイギ

リスで 9,078 千トン（2020 年）。日本は 2,028 千トンで、世界の中でも 5 番目に多い輸入

国になっている。今後海外燃料材の増加に伴い、日本の燃料材輸入量は、世界の中で最も

多いイギリスに迫ってくるものと思われる。 

表 21 木質ペレットの国別輸入量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）単位：千トン 

出典：FAOSTAT（http://www.fao.org/）Last Update, December 16, 2021  
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5.3. 国内木材需給に占める燃料材の割合 

2020 年における全木材供給は前年比 9.1％の減少であった。そのような中でも我が国の

国産燃料材供給量は増加しており、令和 2 年における国産燃料材の伸び率は前年比 28.8.3％

の増加であった。一方、海外燃料材の伸び率は前年比 12.3％増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 38 用途別木材供給量の推移 

出典：林野庁「木材需給報告書」より 

 

 

6. 成果報告会での報告 
本調査については、令和 4 年 3 月 18 日に、令和 3 年度「地域内エコシステム」サポート

事業・成果報告会にて報告した。使用したパワーポイントファイルは、7.巻末資料に添付す

る。 
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7. 巻末資料 

  



- 53 - 
 

 

 

 

 

 

 

  



- 54 - 
 

 

 

 

 

 

 

  



- 55 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 56 - 
 

 

 

 

 

 

  



- 57 - 
 

 



- 58 - 
 

 



- 59 - 
 

  



- 60 - 
 

 
 

 

 

  

区

分

品

目

樹

種
調査項目

2021年度
第1四半期

(2021年4～6月)

2021年度
第2四半期

(2021年7～9月)

2021年度
第3四半期

(2021年10～12月)

2021年度
第4四半期

(2021年1～3月)

調達量 ｔ ｔ ｔ ｔ

使用量 ｔ ｔ ｔ ｔ

在庫量 ｔ ｔ ｔ ｔ

平均調達価格 円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ

調達量 ｔ ｔ ｔ ｔ

平均含水率（ w.b.) ％ ％ ％ ％

平均調達価格 円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ

調達量 ｔ ｔ ｔ ｔ

平均含水率（ w.b.) ％ ％ ％ ％

使用量 ｔ ｔ ｔ ｔ

在庫量 ｔ ｔ ｔ ｔ

平均調達価格 円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ

調達量 ｔ ｔ ｔ ｔ

平均含水率（ w.b.) ％ ％ ％ ％

平均調達価格 ｔ ｔ ｔ ｔ

5－3　一般廃棄物及び、建設資材廃棄物燃料についてお伺いいたします。

形

態
調査項目

2021年度
第1四半期

(2021年4～6月)

2021年度
第2四半期

(2021年7～9月)

2021年度
第3四半期

(2021年10～12月)

2021年度
第4四半期

(2021年1～3月)

使用量 ｔ ｔ ｔ ｔ

平均調達価格 円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ

使用量 ｔ ｔ ｔ ｔ

平均調達価格 円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ

使用量 ｔ ｔ ｔ ｔ

《一般木質・農作物残さ》の回答欄はここまでです。ご回答ありがとうございます。

　引き続き《発電量》タブへの記入をお願いします

チ

ッ

プ

一般廃棄

物

区

分

チ

ッ

プ

その他

建設資材

廃棄物

農
作
物
残
さ

PKS

枝条・バー

ク・流木

その他

海外

ペレット

一
般
木
質
バ
イ
オ
マ
ス

価格変動理由
(最大2つまで選択くださ

い)

その他工
場残材
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【調査票の注書き】 

調査票、記入部分の横に、調達量、使用量、価格変動理由、平均含水率、平均調達価格

などの注書きが入ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6　バイオマス発電量についてお伺いいたします

2021年度
第1四半期

(2021年4～6月)

2021年度
第2四半期

(2021年7～9月)

2021年度
第3四半期

(2021年10～12月)

2021年度
第4四半期

(2021年1～3月)

kWh kWh kWh kWh

kWh kWh kWh kWh

kWh kWh kWh kWh

《発電量》の回答欄はここまでです。調査票はここで終わりです。

　調査にご協力いただき、ありがとうございました。

 木質バイオマス発電量

間伐材等由来の木質バイオマス

一般木質バイオマス（国内・海

外含む）
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- 63 - 
 

調査票（燃料供給会社） 
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2. 御社で納入されている燃料についてお尋ねします
２－１　御社が購入されている燃料用丸太価格（工場着価格＝チップ工場への輸送費、積み下ろし費
を含めた価格（１m3当たり円、または1トン当たり円（税抜））を記入してください。

区
分

樹
種

調査
項目

2021年度
第1四半期

（2021年4～6月）

2021年度
第2四半期

（2021年7～9月）

2021年度
第3四半期

（2021年10～12月）

2021年度
第4四半期

（2021年1～3月）

円／m3 円／m3 円／m3 円／m3

円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ

円／m3 円／m3 円／m3 円／m3

円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ

円／m3 円／m3 円／m3 円／m3

円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ

円／m3 円／m3 円／m3 円／m3

円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ 円／ｔ

２－２　御社が発電所に納入されている燃料用チップ価格（工場渡し販売価格＝発電所への輸送費
積み下ろし費を除いた価格（１ｔ当たり円（税抜））を記入してください。

区
分

樹
種

調査
項目

2021年度
第1四半期

（2021年4～6月）

2021年度
第2四半期

（2021年7～9月）

2021年度
第3四半期

（2021年10～12月）

2021年度
第4四半期

（2021年1～3月）

円／生ｔ 円／生ｔ 円／生ｔ 円／生ｔ

円／絶乾ｔ 円／絶乾ｔ 円／絶乾ｔ 円／絶乾ｔ

円／生ｔ 円／生ｔ 円／生ｔ 円／生ｔ

円／絶乾ｔ 円／絶乾ｔ 円／絶乾ｔ 円／絶乾ｔ

円／生ｔ 円／生ｔ 円／生ｔ 円／生ｔ

円／絶乾ｔ 円／絶乾ｔ 円／絶乾ｔ 円／絶乾ｔ

円／生ｔ 円／生ｔ 円／生ｔ 円／生ｔ

円／絶乾ｔ 円／絶乾ｔ 円／絶乾ｔ 円／絶乾ｔ

一
般
木
質
バ
イ
オ
マ
ス

針
葉
樹

平均
価格

広
葉
樹

平均
価格

未
利
用
木
質
バ
イ
オ
マ
ス

針
葉
樹

平均
価格

変動
理由

変動
理由

変動
理由

変動
理由

広
葉
樹

平均
価格

一
般
木
質
バ
イ
オ
マ
ス

針
葉
樹

平均
価格

未
利
用
木
質
バ
イ
オ
マ
ス

針
葉
樹

平均
価格

変動
理由

変動
理由

変動
理由

変動
理由

平均
価格広

葉
樹

広
葉
樹

平均
価格
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【調査票の注書き】 

調査票、記入部分の横に、平均調達価格、価格変動理由などの注書きが入ります。 

 

 

 

 

 

  

２－３　取引されている燃料用丸太の在庫量を教えてください。

調査
項目

2021年度
第1四半期

（2021年4～6月）

2021年度
第2四半期

（2021年7～9月）

2021年度
第3四半期

（2021年10～12月）

2021年度
第4四半期

（2021年1～3月）

ｍ3 ｍ3 ｍ3 ｍ3

ｔ ｔ ｔ ｔ

ｍ3 ｍ3 ｍ3 ｍ3

ｔ ｔ ｔ ｔ

《価格》タブの回答欄はここまでです。調査票はここで終わりです。
　調査にご協力いただき、ありがとうございました。

一
般
木
質

未
利
用
木

質

区分

在庫
量

在庫
量
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巻末資料 ウッドショックを踏まえた緊急アンケート 
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FIT 認定バイオマス発電所リスト 

※ 出典：資源エネルギー庁「事業計画認定情報 公表用ウェブサイト 2021 年 11 月 30 日 時点」より。 

※ 「運転開始前発電所」は、廃棄等費用の積み立て状況欄が「運転開始前」と表示の発電所です。 

※ 発電出力は、バイオマス比率が考量なしの数値です。 

◆FIT 認定・未利用木質 2,000kW 以上のバイオマス発電所 

都道府県 
運転開始前

発電所 
発電事業者名 新規認定日 

発電出力 

（kW） 

01.北海道 

 

 

  

 エネサイクル株式会社 2015/5/19 1,200  

 王子グリーンエナジー江別株式会社 2014/3/31 25,400  

 株式会社神戸物産 2015/4/20 6,250  

 苫小牧バイオマス発電株式会社 2014/10/10 6,194  

 紋別バイオマス発電株式会社 2014/3/24 50,000  

02.青森県  株式会社津軽バイオマスエナジー 2014/3/28 6,250  

03.岩手県 

  

 株式会社花巻バイオマスエナジー 2015/3/27 6,250  

 日本製鉄株式会社 2013/3/25 149,000  

 株式会社一戸フォレストパワー 2014/7/2 6,250  

05.秋田県  株式会社大仙バイオマスエナジー 2016/3/10 7,050  

06.山形県  もがみバイオマス発電株式会社 2016/1/13 6,800  

07.福島県 

  

 株式会社田村バイオマスエナジー 2017/3/10 7,100  

運転開始前 合同会社会津こもれび発電所 2021/6/29 7,100  

運転開始前 新電力開発株式会社 2020/8/7 3,980  

08.茨城県  日立造船株式会社 2013/5/24 5,750  

10.群馬県 
運転開始前 フォレストエナジー株式会社 2021/5/10 2,038  

 前橋バイオマス発電株式会社 2016/3/11 6,750  

15.新潟県  

 株式会社バイオパワーステーション新潟 2015/3/31 5,750  

 SGET グリーン発電三条合同会社 2015/6/25 6,250  

16.富山県  株式会社グリーンエネルギー北陸 2014/3/31 5,750  

18.福井県  

 レンゴー株式会社 2017/3/17 40,530  

 株式会社福井グリーンパワー 2014/8/14 7,350  

19.山梨県 運転開始前 日立造船株式会社 2020/3/10 6,950  

20.⾧野県  ソヤノウッドパワー株式会社 2013/4/23 14,500  

21.岐阜県 

 

  

 株式会社岐阜バイオマスパワー 2013/9/19 6,560  

 株式会社岐阜バイオマスパワー 2018/3/30 6,800  

運転開始前 中国木材株式会社 2021/6/23 9,990  
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運転開始前 合同会社美濃加茂バイオマス発電所 2020/3/23 7,100  

22.静岡県  

運転開始前 フォレストエナジー株式会社 2020/4/21 7,100  

運転開始前 株式会社吉八日商 2017/3/9 7,100  

24.三重県  三重エネウッド株式会社 2013/3/26 5,800  

28.兵庫県  株式会社関電エネルギーソリューション 2014/6/17 5,600  

  株式会社日本海水 2013/2/13 16,530  

29.奈良県  株式会社クリーンエナジー奈良 2014/3/31 6,500  

30.和歌山県  

運転開始前 株式会社エフオン新宮 2018/2/7 18,000  

 ＤＳグリーン発電和歌山合同会社 2018/3/19 6,800  

32.島根県  松江バイオマス発電株式会社 2013/5/27 6,550  

33.岡山県  真庭バイオマス発電株式会社 2014/1/16 10,296  

34.広島県 

  

 ＭＣＭエネルギーサービス株式会社 2013/2/25 49,800  

 太平電業株式会社 2018/3/30 7,100  

 中国木材株式会社 2014/3/10 9,850  

36.徳島県  倉敷紡績株式会社 2014/3/26 6,340  

39.高知県  

 株式会社グリーン・エネルギー研究所 2013/4/22 6,500  

 土佐グリーンパワー株式会社 2013/3/22 6,300  

40.福岡県  九電みらいエナジー株式会社 2017/3/13 5,700  

41.佐賀県  リージョナルパワー株式会社 2014/3/31 9,850  

42.⾧崎県  電源開発株式会社 2013/3/6 2,000,000  

43.熊本県  

 日本製紙株式会社 2014/3/31 6,280  

運転開始前 九州再生エナジー株式会社 2020/1/29 6,250  

44.大分県 

  

 株式会社グリーン発電大分 2013/7/8 5,700  

 日本製鉄株式会社 2014/3/31 330,000  

 株式会社エフオン豊後大野 2014/3/31 18,000  

45.宮崎県 

 

  

 株式会社グリーンバイオマスファクトリー 2014/3/31 5,750  

運転開始前 ＭＴエナジー株式会社 2017/3/22 5,750  

 王子グリーンエナジー日南株式会社 2014/1/23 25,400  

 株式会社宮崎森林発電所 2014/3/27 5,750  

46.鹿児島県  

 中越パルプ工業株式会社 2014/3/20 23,700  

 霧島木質発電株式会社 2014/3/31 5,750  

総計（バイオマス比率考慮なしの数値） 3,050,620  
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◆FIT 認定・未利用木質 2,000kW 未満のバイオマス発電所 

都道府県 運転開始前 発電事業者名 新規認定日 
発電出力 

（kW） 

01.北海道  北海道バイオマスエネルギー株式会社 2020/4/24 1,089  

 北斗バイオマス発電合同会社 2017/3/15 1,990  

運転開始前 合同会社安平バイオマスエナジー 2020/3/17 1,990  

 北海道バイオマスエネルギー株式会社 2017/2/9 1,997  

02.青森県 運転開始前 コーケンバイオ株式会社 2017/3/14 1,940  

運転開始前 株式会社つがるエネルギー 2020/3/5 40  

運転開始前 ＹＫ．Ｅ株式会社 2021/7/15 1,940  

運転開始前 クラウドバンクＥＩ１号合同会社 2016/3/31 1,940  

運転開始前 クラウドバンクＥＩ１号合同会社 2017/3/10 1,940  

03.岩手県  奥州市 2013/3/25 25  

 紫波グリーンエネルギー株式会社 2021/5/10 45  

04.宮城県  株式会社県南エコテック 2018/2/16 40  

 気仙沼地域エネルギー開発株式会社 2014/3/31 800  

 恵和興業株式会社 2017/2/6 40  

 柴田クリーンエネルギー株式会社 2019/4/11 80  

運転開始前 株式会社テクノシステム 2016/12/28 590  

05.秋田県  株式会社タクミ電機工業 2019/11/22 280  

 株式会社ニュートラスト 2017/2/23 40  

運転開始前 ボルター秋田株式会社 2021/6/8 40  

 株式会社タクミ電機工業 2019/11/22 200  

 有限会社大栄装飾 2019/5/17 40  

 ボルター秋田株式会社 2017/3/10 40  

06.山形県  グリーンパワーテクノ株式会社 2019/2/22 49  

 株式会社ＺＥデザイン 2015/11/11 1,000  

運転開始前 山形バイオマスエネルギー株式会社 2016/4/13 1,960  

 ＮＫＣながいグリーンパワー株式会社 2016/7/5 1,990  

 やまがたグリーンパワー株式会社 2013/3/25 1,567  

 株式会社鶴岡バイオマス 2015/1/5 1,995  

07.福島県  イフコンピュータジャパン株式会社 2019/3/11 45  

 藤田建設工業株式会社 2020/3/5 50  

運転開始前 株式会社トーヨーエネルギーファーム 2019/1/28 1,972  
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運転開始前 株式会社ネオナイト 2021/8/10 200  

 株式会社トモ・コーポレーション 2014/3/31 45  

    

08.茨城県  株式会社クリハラント 2017/1/31 1,990  

運転開始前 大子リニューアブルエナジー株式会社 2016/3/30 1,166  

運転開始前 大能バイオマスパワープラント合同会社 2018/5/14 1,999  

運転開始前 東京発電株式会社 2021/10/18 1,990  

09.栃木県 運転開始前 合同会社ＳＡＮＯエネルギー 2017/12/8 1,995  

 株式会社 那珂川バイオマス 2014/3/31 1,995  

10.群馬県  シンエネルギー開発株式会社 2019/12/24 45  

 シンエネルギー開発株式会社 2021/5/12 49  

 株式会社ウッドビレジ川場 2017/1/13 45  

 株式会社たむら 2017/3/2 80  

運転開始前 バイオ林産株式会社 2020/5/11 600  

運転開始前 大子町バイオマスエナジー合同会社 2019/11/22 1,990  

運転開始前 株式会社読売新聞東京本社 2021/9/24 1,990  

 株式会社たむら 2017/3/2 40  

11.埼玉県  秩父市 2013/3/25 146  

15.新潟県  株式会社ミナミインターナショナル 2019/12/20 50  

 合同会社フォレストエナジー 2017/3/15 1,140  

運転開始前 十日町市 2019/6/18 165  

運転開始前 合同会社十日町バイオマス発電所 2020/4/1 1,990  

17.石川県 運転開始前 株式会社輪島バイオマス発電所 2015/3/13 1,994  

19.山梨県 - 株式会社南部町バイオマスエナジー 2019/3/20 800  

20.⾧野県 - エア・ウォーター株式会社 2015/6/25 1,900  

 かぶちゃん電力株式会社 2014/3/20 360  

 信州ウッドパワー株式会社 2018/9/4 1,990  

 ⾧野森林資源利用事業協同組合 2012/12/7 1,300  

 ⾧野森林資源利用事業協同組合 2013/5/14 1,500  

21.岐阜県 運転開始前 株式会社 清流パワーエナジー 2017/3/14 40  

運転開始前 合同会社ＭＩＲＡＩ 2021/3/31 900  

運転開始前 株式会社都市整備 2021/6/10 300  

 飛騨高山グリーンヒート合同会社 2016/11/11 182  

22.静岡県  小山町 2017/3/2 165  

 富士総業株式会社 2019/3/29 182  
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 協同組合森林施業静岡 2021/1/22 100  

運転開始前 株式会社エジソンパワー 2020/6/2 140  

24.三重県 運転開始前 株式会社中部プラントサービス 2019/5/20 1,990  

運転開始前 中部電力株式会社 2021/3/31 450  

運転開始前 有限会社三重ウッド 2021/11/30 450  

25.滋賀県 運転開始前 株式会社ベルディア 2020/3/18 900  

26.京都府 運転開始前 アジアバンクホールディングス株式会社 2020/3/26 900  

28.兵庫県 運転開始前 日本小型バイオマス朝来合同会社 2017/3/16 1,000  

運転開始前 生野銀山バイオマス株式会社 2019/11/27 1,133  

30.和歌山県 運転開始前 新宮フォレストエナジー合同会社 2017/3/13 1,764  

運転開始前 有田川バイオマス株式会社 2019/11/7 900  

32.島根県 運転開始前 津和野フォレストエナジー合同会社 2017/2/27 480  

33.岡山県  中央アルミ工業株式会社 2018/1/31 40  

運転開始前 津山フォレストエナジー合同会社 2020/10/1 1,500  

 合同会社新見バイオマスエナジー 2017/3/3 1,995  

35.山口県  河崎運輸機工株式会社 2018/3/23 74  

運転開始前 山陽小野田バイオマス発電株式会社 2017/2/15 1,999  

36.徳島県  ＧＢバイオマス合同会社 2016/11/14 480  

38.愛媛県 運転開始前 合同会社藤岡かよこ事務所 2019/5/17 1,800  

運転開始前 合同会社翔栄第三 2021/3/11 1,990  

 内子バイオマス発電合同会社 2017/9/25 1,115  

39.高知県 運転開始前 エフビットコミュニケーションズ株式会社 2020/6/29 1,990  

40.福岡県 運転開始前 田川バイオマスエネルギー株式会社 2020/5/27 1,999  

運転開始前 株式会社エネプライム 2019/12/19 775  

43.熊本県  株式会社日和技建 2018/3/30 50  

運転開始前 テス・エンジニアリング株式会社 2020/3/24 1,995  

運転開始前 株式会社熊本クリーンエナジー 2018/9/12 1,990  

運転開始前 株式会社日奈久バイオマス 2018/11/14 1,750  

運転開始前 大仁産業株式会社 2018/3/30 50  

運転開始前 株式会社阿蘇エースホールディングス 2021/9/16 900  

44.大分県  ワタミエナジー株式会社 2020/8/24 45  

45.宮崎県 運転開始前 ウインドラン株式会社 2020/3/23 147  

運転開始前 株式会社ハマテック 2018/3/27 80  

運転開始前 株式会社ハマテック 2019/3/25 40  

運転開始前 合同会社延岡バイオマス発電所 2020/9/28 1,950  
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運転開始前 Ａｋａｂｅｋｏ株式会社 2021/6/10 320  

 くしま木質バイオマス株式会社 2015/9/25 1,940  

46.鹿児島県  さつま町バイオマス発電合同会社 2017/3/16 1,990  

 枕崎バイオマスエナジー合同会社 2017/3/16 1,990  

運転開始前 シン・エナジー株式会社 2017/3/23 900  

運転開始前 株式会社クラウドコントロール 2021/3/25 1,176  

運転開始前 ＦＫエネルギー株式会社 2021/9/2 1,990  

総計（バイオマス比率考慮なしの数値） 110,359  

 

◆FIT 認定・一般木質および農作物残渣バイオマス発電所 

都道府県 運転開始前 発電事業者名 新規認定日 
発電出力 

（kW） 

01.北海道  ＥＮＥＯＳバイオマスパワー室蘭合同会社 2015/2/26 74,900  

 株式会社釧路火力発電所 2017/3/15 112,000  

 合同会社ＷＳ網走バイオマス発電所１号 2017/2/27 1,995  

 津別単板協同組合 2013/3/25 4,700  

運転開始前 合同会社Ｂｌｕｅ Ｐｏｗｅｒ白老バイオ

マス発電所 

2017/3/15 50,000  

運転開始前 合同会社網走バイオマス第２発電所 2019/1/17 9,900  

運転開始前 合同会社網走バイオマス第３発電所 2019/2/13 9,900  

運転開始前 石狩バイオエナジー合同会社 2015/12/4 51,500  

運転開始前 苫東バイオマス発電合同会社 2017/3/15 50,000  

運転開始前 勇払エネルギーセンター合同会社 2017/9/22 74,950  

 日本製紙株式会社 2013/8/13 88,000  

02.青森県  エム・ピー・エム・王子エコエネルギー株

式会社 

2016/3/10 74,950  

 八戸バイオマス発電株式会社 2013/8/21 12,400  

03.岩手県  株式会社野田バイオパワーＪＰ 2015/3/3 14,000  

 大船渡発電株式会社 2016/7/29 75,000  

 株式会社ウッティかわい 2012/12/28 5,800  

04.宮城県  Ｈ．Ｉ．Ｓ．ＳＵＰＥＲ電力合同会社 2017/2/16 41,100  

 日本製紙石巻エネルギーセンター株式会社 2015/6/24 149,000  

運転開始前 合同会社Ｇ－Ｂｉｏ石巻須江 2017/2/22 102,750  

運転開始前 合同会社石巻ひばり野バイオマスエナジー 2017/3/10 74,950  

運転開始前 合同会社杜の都バイオマスエナジー 2017/9/22 74,950  
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運転開始前 住友商事株式会社 2017/3/13 112,000  

05.秋田県  ユナイテッドリニューアブルエナジー株式

会社 

2014/3/31 20,500  

 菱秋木材株式会社 2013/2/26 990  

06.山形県  サミット酒田パワー株式会社 2014/3/18 50,000  

運転開始前 鳥海南バイオマスパワー株式会社 2017/2/22 52,900  

 ＤＳグリーン発電米沢合同会社 2015/9/17 6,250  

07.福島県  エア・ウォーター＆エネルギア・パワー小

名浜株式会社 

2017/3/13 75,000  

 常磐共同火力株式会社 2013/3/25 1,200,000  

運転開始前 エイブルエナジー合同会社 2017/2/6 112,000  

運転開始前 エービーシーコンサルタンツ株式会社 2019/12/5 9,900  

運転開始前 株式会社ニューエナジー幹 2017/3/9 66,018  

 相馬エネルギーパーク合同会社 2015/3/31 112,000  

08.茨城県  株式会社エナリス 2013/5/20 15,000  

 株式会社エナリスパワー 2014/9/12 23,960  

 株式会社つくばグリーンパワープラント 2015/3/27 2,000  

 神栖パワープラント合同会社 2014/1/24 38,850  

 神之池バイオエネルギー株式会社 2013/2/22 21,000  

運転開始前 フォムテックスインターナショナル株式会

社 

2016/2/25 29,280  

運転開始前 マーコグリーンパワー株式会社 2019/3/27 450  

運転開始前 株式会社バイオパワーＢ 2017/3/9 51,450  

運転開始前 合同会社アポロ 2017/3/9 29,400  

運転開始前 合同会社エコテック参 2018/3/30 19,560  

運転開始前 合同会社グリーンエナジー神栖 2014/11/28 18,818  

運転開始前 合同会社南浜バイオマス発電所 2017/3/9 88,200  

運転開始前 神栖バイオマス発電所合同会社 2017/3/9 50,000  

運転開始前 大林神栖バイオマス発電株式会社 2017/1/27 51,500  

運転開始前 富士エネルギー合同会社 2017/3/9 51,450  

運転開始前 神栖バイオマス発電開発合同会社 2015/10/13 22,100  

運転開始前 日本ロハス株式会社 2018/3/22 1,990  

 かみすパワー株式会社 2015/1/7 112,000  

 株式会社ＪＥＲＡ 2015/5/8 2,000,000  

09.栃木県  二宮木材株式会社 2013/3/26 265  
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 株式会社エフオン壬生 2016/7/19 18,000  

10.群馬県 運転開始前 富士エネルギー合同会社 2017/3/9 51,450  

11.埼玉県  ＡＳ＆ＣＯＭＰＡＮＹ合同会社 2018/3/22 1,996  

 株式会社ラディッシュ・ソリューション 2017/10/12 1,990  

運転開始前 ＡＳ＆ＣＯＭＰＡＮＹ合同会社 2018/3/22 1,990  

運転開始前 東松山バイオマス発電合同会社 2019/12/25 1,990  

 ＡＳ＆ＣＯＭＰＡＮＹ合同会社 2018/2/13 1,990  

12.千葉県  市原バイオマス発電株式会社 2014/12/9 49,900  

運転開始前 市原八幡埠頭バイオマス発電合同会社 2017/3/15 75,000  

運転開始前 袖ケ浦バイオマス発電株式会社 2017/2/16 75,000  

14.神奈川県  株式会社むげん 2018/3/22 1,990  

 株式会社京浜バイオマスパワー 2014/3/26 49,000  

 株式会社タケエイグリーンリサイクル 2017/3/17 6,950  

15.新潟県 運転開始前 合同会社エコテック肆 2019/3/25 9,900  

運転開始前 新潟東港バイオマス発電合同会社 2017/3/17 50,000  

16.富山県 運転開始前 ブルー・バイオマスフューエル射水発電所

合同会社 

2017/3/7 50,000  

運転開始前 伏木万葉埠頭バイオマス発電合同会社 2017/3/13 51,500  

17.石川県 運転開始前 富士通商株式会社 2017/3/14 1,920  

運転開始前 北陸電力株式会社 2017/9/29 700,000  

18.福井県 運転開始前 バイオマス・フューエル株式会社 2017/3/6 33,000  

運転開始前 北陸電力株式会社 2017/9/29 700,000  

 敦賀グリーンパワー株式会社 2014/3/27 37,000  

19.山梨県  大月バイオマス発電株式会社 2015/7/15 14,500  

20.⾧野県 運転開始前 プロスペックＡＺ株式会社 2021/7/5 1,990  

運転開始前 小諸バイオマス発電合同会社 2021/7/5 1,990  

21.岐阜県  川辺バイオマス発電株式会社 2013/2/26 4,300  

運転開始前 ＳＧＥＴ土岐バイオマス合同会社 2019/4/18 7,100  

運転開始前 合同会社ＧＩＢＰ２ 2019/2/15 9,900  

運転開始前 ぎふ西濃グリーンパワー合同会社 2020/5/13 7,500  

22.静岡県 運転開始前 プロスペックＡＺ株式会社 2021/7/5 1,990  

運転開始前 株式会社ラディッシュ・ソリューション 2017/11/28 3,980  

運転開始前 合同会社御前崎港バイオマスエナジー 2017/3/9 74,950  

運転開始前 富士通商株式会社 2017/3/9 14,700  

運転開始前 鈴川エネルギーセンター株式会社 2017/9/29 112,000  
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運転開始前 合同会社Ｂｌｕｅ Ｐｏｗｅｒ浜松バイオ

マス発電所 

2017/1/18 50,000  

23.愛知県  サーラｅパワー株式会社 2016/1/5 22,100  

 サミット半田パワー株式会社 2013/5/13 75,000  

運転開始前 愛知蒲郡バイオマス発電合同会社 2017/3/13 50,000  

運転開始前 愛知田原バイオマス発電合同会社 2017/9/29 74,950  

運転開始前 株式会社ＪＥＲＡ 2017/3/7 1,070,000  

運転開始前 関西電力株式会社 2017/9/29 74,950  

運転開始前 合同会社Ｂｌｕｅ Ｐｏｗｅｒ半田バイオ

マス発電所 

2016/8/30 50,000  

運転開始前 中神之孝 2018/3/15 30  

運転開始前 田原バイオマス発電所合同会社 2017/3/17 50,000  

運転開始前 伊藤忠商事株式会社 2016/8/30 50,000  

運転開始前 田原バイオマスパワー合同会社 2017/3/14 112,000  

 株式会社ＪＥＲＡ 2017/9/29 4,100,000  

 中山名古屋共同発電株式会社 2014/3/25 259,000  

24.三重県  トライジェンパワー１合同会社 2017/3/13 180  

 株式会社グリーンエナジー津 2014/3/25 20,100  

 株式会社中部プラントサービス 2014/3/25 6,750  

運転開始前 ナイルジャパン・エネルギー発電事業３号

合同会社 

2017/2/17 22,100  

運転開始前 プロスペックＡＺ株式会社 2021/7/12 1,990  

運転開始前 ㈱イーパワー 2018/3/27 50  

運転開始前 日本ロハス株式会社 2017/3/14 1,920  

 中部電力株式会社 2017/3/13 49,000  

26.京都府  林ベニヤ産業株式会社 2017/2/16 6,800  

運転開始前 丸紅クリーンパワー株式会社 2018/3/29 50,000  

28.兵庫県  パルテックエナジー株式会社 2015/1/28 22,100  

 株式会社日本海水 2017/3/17 30,000  

運転開始前 タイオンエナジー株式会社 2018/3/26 1,920  

運転開始前 広畑バイオマス発電株式会社 2017/3/14 74,900  

運転開始前 合同会社三木バイオマス発電所 2017/2/21 1,920  

運転開始前 相生バイオエナジー株式会社 2017/9/29 200,000  

29.奈良県 運転開始前 合同会社木質バイオマス五條発電所 2018/3/28 10,000  

30.和歌山県 運転開始前 Ｅｎｇｉｅ Ａｓｉａ－Ｐａｃｉｆｉｃ 2017/3/13 74,800  
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Ｃｏ．，Ｌｔｄ． 

運転開始前 和歌山御坊バイオマス発電合同会社 2017/3/24 50,000  

運転開始前 合同会社Ｂｉｏ Ｐｏｗｅｒ和歌山御坊 2018/3/29 9,850  

31.鳥取県  日新バイオマス発電株式会社 2013/12/20 5,700  

運転開始前 ＳＰＭＥ合同会社 2017/3/3 36,750  

運転開始前 テス・エンジニアリング株式会社 2017/3/3 28,110  

運転開始前 合同会社境港エネルギーパワー 2017/1/13 24,300  

運転開始前 米子バイオマス発電合同会社 2017/3/6 54,500  

 三洋製紙株式会社 2015/1/27 16,700  

32.島根県 運転開始前 中国電力株式会社 2017/9/25 1,000,000  

 合同会社しまね森林発電 2013/5/27 12,700  

33.岡山県  株式会社サラ 2016/3/7 10,000  

 銘建工業株式会社 2013/3/25 1,950  

 銘建工業株式会社 2016/5/12 4,990  

 株式会社ＣＦＰ 2016/2/18 1,999  

34.広島県  海田バイオマスパワー株式会社 2017/2/28 112,000  

 株式会社ウッドワン 2013/4/25 6,089  

 中国木材株式会社 2012/12/7 5,000  

運転開始前 中国木材株式会社 2019/3/13 9,990  

運転開始前 電源開発株式会社 2017/9/25 600,000  

 福山バイオマス発電所合同会社 2017/3/16 52,700  

35.山口県  株式会社トクヤマ 2013/3/6 78,000  

 中国電力株式会社 2017/9/25 1,000,000  

運転開始前 下関バイオマスエナジー合同会社 2016/2/29 74,980  

運転開始前 周南パワー株式会社 2017/3/16 300,000  

運転開始前 出光興産株式会社 2017/3/10 50,000  

運転開始前 ⾧府バイオパワー合同会社 2018/3/27 74,950  

 エア・ウォーター＆エネルギア・パワー山

口株式会社 

2017/2/28 112,000  

 株式会社ミツウロコ岩国発電所 2012/10/26 10,500  

36.徳島県 運転開始前 王子グリーンエナジー徳島株式会社 2017/3/17 74,950  

運転開始前 徳島津田バイオマス発電所合同会社 2016/3/3 74,800  

37.香川県 運転開始前 株式会社日本海水 2019/12/24 9,990  

運転開始前 坂出バイオマスパワー合同会社 2017/3/17 74,950  

38.愛媛県 運転開始前 大洲バイオマス発電株式会社 2015/3/25 50,000  
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 合同会社えひめ森林発電 2014/3/26 12,500  

39.高知県  イーレックスニューエナジー株式会社 2013/2/26 29,500  

40.福岡県  株式会社シグマパワー有明 2017/3/3 22,100  

 苅田バイオマスエナジー株式会社 2017/3/22 74,950  

 豊前ニューエナジー合同会社 2015/12/24 74,950  

運転開始前 ＮＥメンテナンス株式会社 2017/3/13 63,372  

運転開始前 バイオパワー苅田合同会社 2017/3/10 74,950  

運転開始前 株式会社シグマパワー有明 2017/1/18 22,100  

運転開始前 株式会社日本海水ＴＴＳ苅田パワー 2017/3/22 50,000  

運転開始前 新門司バイオマス発電所１合同会社 2017/9/26 100,000  

運転開始前 三菱商事エナジーソリューションズ株式会

社 

2017/9/26 74,950  

 株式会社シグマパワー有明 2015/3/23 50,000  

 株式会社響灘火力発電所 2015/4/27 112,000  

 響灘エネルギーパーク合同会社 2015/3/31 112,000  

41.佐賀県 運転開始前 株式会社伊万里グリーンパワー 2017/3/9 46,000  

運転開始前 合同会社唐津バイオマスエナジー 2017/9/26 49,990  

43.熊本県  株式会社有明グリーンエネルギー 2015/4/27 6,250  

 株式会社有明第二発電所 2017/2/27 6,250  

運転開始前 合同会社くまもと森林発電 2017/9/27 75,000  

44.大分県  イーレックスニューエナジー佐伯株式会社 2014/3/7 50,000  

 大分バイオマスエナジー合同会社 2017/3/16 22,000  

運転開始前 Ｂｉｏｍａｓｓ Ｐｏｗｅｒ Ｆｏｕｒ合

同会社 

2018/3/27 19,900  

運転開始前 Ｂｉｏｍａｓｓ Ｐｏｗｅｒ Ｔｈｒｅｅ

合同会社 

2018/3/27 19,900  

45.宮崎県  ウッドエナジー協同組合 2013/3/6 1,300  

 ウッドエナジー協同組合 2014/3/31 320  

 リージョナルパワー株式会社 2014/3/13 18,000  

運転開始前 株式会社川南バイオマス発電所 2016/2/10 5,750  

運転開始前 日向バイオマス発電株式会社 2017/3/10 50,000  

運転開始前 リージョナルパワー株式会社 2017/2/16 14,500  

46.鹿児島県  七ツ島バイオマスパワー合同会社 2015/3/31 49,000  

47.沖縄県  沖縄うるまニューエナジー株式会社 2017/3/16 49,000  

総計（バイオマス比率考慮なしの数値） 19,820,582  
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